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※凡例 

新：新規 

拡：拡充（制度の拡充や新たな取組の追加、支援対象の拡大） 
 

「重要課題との関係」欄 
Ⅰ 子育てに優しい社会の実現 Ⅳ 国際拠点化と戦略的な海外展開・交流促進 

Ⅱ 持続可能で暮らしやすい地域社会の構築 Ⅴ 脱炭素社会への転換 

Ⅲ 高い付加価値を創出する産業構造への転換 Ⅵ デジタル改革を通じた生産性向上や社会課題の解決等 

※最も関連する項目は◎、当該項目以外で関連する項目は○としています。 



  知 事 政 策 局 

１ 将来の人口定常化に向けた取組 

新 人口減少問題対策推進事業 

次期新潟県総合計画の策定を契機に、新たに、人口減少問題対策の

推進や情報発信を目的とする県民参加型会議を設置する。 

当年度 2,237 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

「選ばれる新潟」魅力発信事業 

本県が選ばれる地域となるよう、総合情報サイト等の活用により、主に首

都圏の若年層に本県の魅力を継続的・効果的に発信するとともに、県民に

よる本県の魅力発信を促進する「新潟※（コメジルシ）プロジェクト」により、

本県への愛着や誇りを醸成する取組を推進する。 

当年度 38,662 千円 

前年度 38,662 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

にいがた鮭プロジェクト推進事業 

就職時や将来的なＵターンを促進するため、県外に転出した若者と新

潟をつなぐ官民連携の「にいがた鮭プロジェクト」に参画する。 

当年度 3,200 千円 

前年度 5,050 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

２ 男女平等・共同参画社会の実現に向けた取組 

新 多様で柔軟な働き方・女性活躍実践企業認定制度普及促進事業 

県内企業の多様で柔軟な働き方や女性活躍の更なる取組を促進する

ため、新たに、企業認定制度を創設し、制度周知及び普及促進を図るとと

もに、特に優れた取組を実施している企業の知事表彰や先進事例の積極

的情報発信を行う。 

当年度 3,500 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

新 女性に魅力ある職場づくり支援事業 

「新潟県多様で柔軟な働き方・女性活躍実践企業」に対して、新たに、

女性の採用や職域の拡大に向け、女性が働きやすく、魅力ある職場づくり

に取り組む経費を支援する。 

当年度 61,800 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

選ばれる企業×女性活躍推進事業 

県内企業の女性活躍を推進するため、女性活躍推進法に基づく「える

ぼし認定」の取得を目指す企業を支援するとともに、女性活躍の理解促進

に向けたトップセミナーや、キャリア意識の醸成を図るための若年女性向け

セミナー等を実施する。 

当年度 16,389 千円 

前年度 20,889 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           
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新 官民連携による男女共同参画プロジェクト事業 

性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の解消など男

女共同参画の推進のため、新たに、官民が連携したプロジェクトに参画し、

女性活躍に取り組む企業や活躍する女性の姿などについて情報発信を行

う。 

当年度 2,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

輝く女性 次世代ゼネラルマネージャー育成事業 

経営に参画する次世代の女性リーダーを育成するため、女性管理職等

を対象に、実践的な研修を行うとともに、受講者間のネットワーク構築を支

援する。 

当年度 4,687 千円 

前年度 4,687 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

新 大学生のための経営リーダー人材育成事業 

県内で活躍できる女性人材等を育成するため、新たに、県内の大学及

び企業と連携し、経営者等による講義を通じて、大学生に県内企業の魅

力を伝えるとともに、将来のキャリアビジョンの明確化を図る。 

当年度 1,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

女性のつながりサポート事業 

様々な困難や不安を抱える女性を支援するため、女性同士の交流や助

け合いの場を提供するとともに、女性の相談・支援を行うＮＰＯ等の相談窓

口の周知や相談機能を高めるための人材育成セミナー等を実施する。 

当年度 8,311 千円 

前年度 10,148 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

３ 住み続けることができる活力ある地域づくり 

特定有人国境離島地域社会維持推進事業 

特定有人国境離島地域の地域社会維持を図るため、指定地域である佐

渡市の航路運賃低廉化等の取組を支援する。 

当年度 811,667 千円 

前年度 811,196 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

地域における持続可能な除排雪体制検討事業 

豪雪時における除排雪の担い手不足に対応するため、雪下ろし事業者

を広域的に派遣できる体制づくりに向けた検討・実証等を行う。 

当年度 7,707 千円 

前年度 9,342 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

地域づくりの段階に応じた支援事業 

住民主体の地域づくり活動を推進するため、地域おこし協力隊など新た

な活動の担い手となる人材の確保・育成や、継続的な活動の主体となる地

域運営組織の活動支援を行う。 

当年度 23,288 千円 

前年度 24,894 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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拡 県地域おこし協力隊活用事業 

若者等の外部の新たな視点の活用による県の課題解決を図るため、県

版地域おこし協力隊を増員するとともに、退任後の定住に向けた支援を行

う。 

当年度 112,300 千円 

前年度 82,300 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

４ 地域経済等の活性化に向けた取組 

新 官民連携地域創生推進事業 

本県の地域経済・社会の活性化につながる民間の長期投資プロジェク

ト等について、官民連携により資金面等から後押しし、その実効性を高

め、加速化させるため、県内金融機関等が新たに組成するファンドに対し

て出資を行う。 

当年度 1,000,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

５ 諸外国との交流拡大を通じた海外成長市場の活力の取込み 

拡 日韓交流推進事業 

日韓国交正常化 60 周年の機会を捉え、韓国との交流機運を一層盛り

上げていくため、駐新潟大韓民国総領事館等と協力しながら、日韓交流の

更なるＰＲに取り組む。 

当年度 3,380 千円 

前年度 1,412 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

拡 日ＡＳＥＡＮ交流推進事業 

令和５年に交流協力に関する覚書を締結したベトナム地方政府との交

流を推進するため、県内大学等と現地大学等との交流に向けた学校間

マッチングや、多文化共生に向けた日本人とベトナム人等との交流イベン

トを実施する。 

当年度 10,622 千円 

前年度 8,372 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

モンゴル交流拡大事業 

日本からの初のチャーター便が新潟から就航し本年で 35 周年を迎える

モンゴルとの交流を促進するため、モンゴルとのネットワーク構築や県内大

学等とモンゴルの大学等との交流に向けた学校間マッチング等に取り組

む。 

当年度 4,105 千円 

前年度 4,218 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

国際交流推進基金事業 

諸外国との経済交流や広域連携を促進するため、本県の拠点性向上に

つながる取組や研究、留学促進などグローバル人材の育成等を支援す

る。 

当年度 20,000 千円 

前年度 20,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     
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６ 地域・行政におけるデジタル改革の推進 

新 行政手続オンライン利用促進事業 

県の行政手続について、オンライン申請率の向上に向け、県民がわかり

やすいサイトへの転換・刷新を図るため、県の行政手続をまとめたポータル

サイトを構築する。 

当年度 3,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

          ○ 

 

新 生成ＡＩ利活用促進事業 

業務効率化を推進し、県民サービスの向上を図るため、新たに、生成ＡＩ

の利活用促進に向けた取組を行う。 

当年度 7,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

          ○ 

 

拡 ＩＣＴ基盤整備事業費 

効率的な行政運営の推進や県民サービスを展開するため、基幹ネット

ワークや情報システム等の管理運営を行う。 

また、新たなネットワーク環境に適応した、安全なファイル管理サービス

を導入する。 

当年度 735,098 千円 

前年度 494,479 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

          ○ 

 

新 地域社会課題の解決に向けたＤＸ推進の支援 

総務省の「地域社会ＤＸ推進パッケージ事業」を活用し、市町村の地域

課題の把握・分析を踏まえ、それに基づく市町村支援策や、県と市町村と

のＤＸ推進体制を検討するなど、市町村の伴走支援を行う。 

当年度 ゼロ予算事業 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

          ○ 

 

７ 拉致問題の全面解決に向けた取組 

拡 拉致被害者等支援事業 

拉致問題の解決に向け、一刻の猶予も許されない状況の中、若い世代

への一層の啓発を含め、更なる県民世論を喚起する。 

当年度 10,000 千円 

前年度 7,700 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

８ 広報・広聴活動の充実 

新 日本国際博覧会活用自治体連携促進事業 

本県と兵庫県の連携による取組を促進するため、2025 年日本国際博覧

会（大阪・関西万博）において、サイクルツーリズム等、両県に共通する地

域の魅力を国内外に発信するイベントを実施する。 

当年度 3,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

広報アドバイザリー事業 

民間業者が持つ専門性や幅広いノウハウ、首都圏メディア等とのネット

ワーク等を活用し、本県の情報発信力を強化する。 

当年度 13,000 千円 

前年度 13,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○          
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 総 務 部 

１ 安全に安心して暮らせる、暮らしやすい新潟 

(1) 犯罪のない安全で安心な社会の実現・交通安全対策の推進 

安全・安心なまちづくり推進事業 

犯罪のない安全で安心なまちづくりを推進するため、防犯リーダーの養

成や防犯意識の啓発、自治会等が行う地域防犯活動の支援等を行う。 

当年度 1,755 千円 

前年度 1,951 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

地域の防犯力向上推進事業 

防犯ボランティア等による「見守り」の空白地帯等を補完するため、自治

会等の防犯カメラ設置に対して市町村が補助する場合や市町村でカメラを

設置する場合に補助を行う。 

当年度 8,780 千円 

前年度 10,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

犯罪被害者等支援事業 

犯罪被害者等見舞金の支給に取り組む市町村への支援や、犯罪被害

者等を社会全体で支える地域社会の実現に向けたフォーラムの開催や啓

発活動を実施する。 

当年度 2,380 千円 

前年度 2,700 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

安全・安心緊急施設整備費 

交通事故多発地点や高齢者の交通事故防止・防犯対策のため緊急に

必要な箇所に、標識や道路照明等の交通安全施設を整備する。 

当年度 24,758 千円 

前年度 27,058 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

自転車ヘルメット着用促進事業 

県民の命を守り、「子育てに優しい新潟県」の実現のため、18 歳以下を

対象にしたヘルメット購入助成を行う市町村への補助や、民間事業者や大

学等と連携した着用促進のための広報等を実施する。 

当年度 11,700 千円 

前年度 18,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

横断歩行者優先意識向上事業 

横断歩道での自動車の一時停止率が全国平均より低い状況を踏まえ、

横断歩行者保護と一時停止遵守の意識向上のため、民間事業者等と連

携した効果的な広報啓発を行う。 

当年度 3,900 千円 

前年度 6,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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(2) 消費者被害の防止と消費者教育の推進 

消費者行政強化事業 

消費者行政の充実・強化を図るため、消費者問題に携わる多様な主体

と連携して消費者問題解決力の高い地域づくりを推進する取組等を実施

する。 

当年度 21,032 千円 

前年度 23,838 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

市町村消費者行政強化事業 

消費生活相談体制や消費者教育などの充実・強化に取り組む市町村に

対し、補助金を交付する。 

当年度 44,708 千円 

前年度 38,692 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(3) 県民の社会活動参加と多様な主体の協働による共助社会の実現 

社会活動促進事業 

県民の社会活動参加の持続的な発展を実現するため、社会活動に参

加しやすい環境づくりや非営利活動団体の経営力の強化などの取組を行

う。 

当年度 2,472 千円 

前年度 3,996 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

２ 県民一人一人が学び、成長し、活躍できる新潟 

(1) 一人一人を伸ばす教育の推進 

私立高校特色教育チャレンジ支援事業 

多様化する県民ニーズに対応するため、私立高等学校が行う特色ある

取組に対して補助する。 

当年度 84,452 千円 

前年度 70,452 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

私学振興補助金 

私立幼稚園、中学校、高校・専修学校の経常的経費に対し支援する。 当年度 5,158,440 千円 

前年度 5,165,561 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

幼児教育の質向上支援事業 

特色ある教育の実施や人材確保など幼児教育の充実に取り組む私立

幼稚園等に対して補助する。 

当年度 80,000 千円 

前年度 80,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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学校給食費負担軽減支援事業 

エネルギー価格・物価高騰等の影響により発生した私立中学校の給食

費の増額分を支援し、保護者の負担軽減を図る。 

当年度 ［２月冒頭］ 1,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

私立学校等原油・原材料価格高騰等対応設備導入緊急支援事業 

原油・原材料価格の高騰等の影響を受けている私立学校法人等が行

う、省エネルギー設備の導入に対して、国の重点支援交付金を活用して補

助する。 

当年度 ［２月冒頭］ 36,011 千円 

前年度 ［12 月補正］ 86,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(2) 誰もが等しく豊かな教育を受けられる環境の整備 

私立高等学校等学費軽減事業 

国の就学支援金や低所得世帯を対象とした県独自支援により、私立高

校生等がいる世帯の学費負担の軽減を図る。 

当年度 3,040,802 千円 

前年度 3,015,212 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

私立高等学校等学費軽減事業（子育て応援分） 

子育て世帯の経済的負担の軽減のため、授業料実質無償化の対象と

ならない世帯を対象に、国の就学支援金に上乗せする県独自支援を実施

する。 

当年度 133,127 千円 

前年度 124,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

奨学のための給付金 

低所得世帯の高校生等に対し、教科書費や学用品費などに充てるた

め、「奨学のための給付金」を支給し、授業料以外の教育に係る経済的負

担の軽減を図る。 

当年度 199,882 千円 

前年度 188,956 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(3) 魅力ある高等教育環境の充実 

新 モンゴル国立大学交流促進事業 

モンゴル国立大学との学術協力協定を契機とし、県立大学が、モンゴル

リエゾンオフィスを設置し、モンゴルをフィールドとした共同研究を更に推進

する等により、得られた知見を大学教育にフィードバックすることで、大学

のグローバル教育の強化を図る。 

当年度 3,750 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

大学魅力づくり支援事業 

県内大学の特色ある取組や高大連携、大学開設、学部学科の新設や

再編等を踏まえた学生募集に係る広報への支援等、県内大学等の更なる

魅力向上に向けた取組を実施する。 

当年度 19,500 千円 

前年度 17,500 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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県内大学等魅力周知促進事業 

高校生に対する県内大学の魅力や県内進学の経済的メリット等の周知

等、県内大学への進学者の増加に向けた取組を実施する。 

当年度 2,000 千円 

前年度 3,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(4) 若者の県内定着の促進 

新 大学と企業が連携した人材育成確保支援事業 

新たに設置された財団法人 Ambitious NIIGATA と連携し、学生が参加

しやすい形の産学連携を通じて、県内大学の魅力向上・認知度向上を図

るとともに、学生が県内企業を直接知る機会を創出し、企業と連携したPBL

（課題解決型学習）等による県内定着に向けた取組を実施する。 

当年度 19,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

新 若者の県内定着に向けた産学官地域協働・共創拠点整備事業 

産学連携やＰＢＬ等を通じた学生・県内企業・県内大学が直接つながる

機会を創出し、大学の魅力向上や企業の認知度向上を図り、学生の県内

定着を促進するため、国交付金を活用した交流拠点の整備を支援する。 

当年度 ［２月冒頭］ 15,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

県内大学生等の県内定着促進支援事業 

大学等卒業後の県内定着の促進を図るため、就職活動の早期化に合

わせ、大学１・２年生を対象としたオープンカンパニー体験や合同企業説

明会を実施するなど、県内大学生等が県内企業に対する理解を深める学

びの場づくりを支援する。 

当年度 32,000 千円 

前年度 35,500 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

３ その他 

新 県庁働き方改革推進事業 

県職員のやりがいの向上や、効率的で質の高い働き方による県民サー

ビスの充実を図るため、新たに、県庁内に多機能型ワーキングスペース等

を整備する。 

当年度 41,778 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 県庁健康経営推進事業 

「健康経営優良法人」の認定を取得した上で、質の高い県民サービスの

提供や県内企業への取組の波及、県庁の人材確保につなげるため、新た

に、健康経営の推進に向けた取組を行う。 

当年度 2,473 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

拡 デジタル技術の活用による業務力向上推進事業 

効率的で質の高い働き方により、県民サービスの向上を図るため、ＲＰＡ

技術の活用促進に向けた取組を行う。 

当年度 5,406 千円 

前年度 1,101 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

          ○ 

 

- 8 -



  環 境 局 

１ 地域の脱炭素化の推進 

新 次世代型太陽電池実証支援事業 

積雪地におけるペロブスカイト太陽電池等の次世代型太陽電池の早期

社会実装に向けて、新たに、開発メーカーが行う県内施設等への実証試

験に対し支援する。 

当年度 15,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

        ○   

 

雪国型ＺＥＨ等の普及促進 

雪国型ＺＥＨ等の導入を支援するとともに、住宅情報誌等を通じて、建

築事業者・住宅購入予定者に向けた情報発信を行い、更なる雪国型ＺＥＨ

の普及促進を図る。 

当年度 187,626 千円 

前年度 183,390 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

        ○   

 

拡 中小事業者脱炭素経営支援事業 

新たに、中小企業版ＳＢＴ認定取得をモデル的に支援することで、具体

的な温室効果ガス削減の取組例を示すとともに、こうした先行取組事例等

を広く発信し、事業者の脱炭素経営への転換を促進する。（※ＳＢＴ認定：

パリ協定が求める水準と整合する温室効果ガス削減目標の認定） 

当年度 7,438 千円 

前年度 5,377 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

        ○   

 

２ 人と自然が共生する暮らし 

有害鳥獣対策調査費 

野生鳥獣による被害防止のため、被害発生のおそれが強い鳥獣の調査

を実施し、専門家による対策検討を行う。 

当年度 3,047 千円 

前年度 10,127 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

有害鳥獣捕獲の担い手緊急確保事業 

狩猟等の捕獲体験研修や銃の狩猟免許取得等経費の一部を支援する

ことにより、有害鳥獣捕獲の担い手の確保を図る。 

当年度 4,300 千円 

前年度 4,800 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 クマ総合対策事業 

ツキノワグマによる市街地出没や人身被害の発生など、人との軋轢が問

題となっていることから、関係部局や市町村等と連携し、生息状況の調査

及び管理（捕獲）を行うとともに、藪刈り払いなどの出没防止対策を強化す

る。 

当年度 81,900 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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ニホンジカ・イノシシ捕獲等対策事業 

ニホンジカ及びイノシシの生息数の増加や生息域の拡大に伴い、生態

系や農林水産業への被害の深刻化が危惧されることから、生息状況の調

査及び管理（捕獲）の取組を進める。 

当年度 41,500 千円 

前年度 39,500 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

自然環境を支える地域づくり事業 

県内の自然環境保全を推進するため、ボランティアなどの関係団体が

行う取組を支援し、地域の保全活動体制づくりを促進する。 

当年度 1,637 千円 

前年度 1,636 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

３ 資源循環型社会の形成 

食品ロス削減等３Ｒ普及推進費 

持続可能な循環型社会の形成に向けて、食品ロスの削減など３Ｒ（リ

デュース・リユース・リサイクル）の推進のための啓発や県民運動を行う。 

当年度 7,450 千円 

前年度 7,250 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

海洋プラスチックごみ発生抑制対策推進事業 

海洋プラスチックごみに対する正しい理解を促し、発生抑制を図るた

め、海岸漂着物等の実態把握や海岸清掃を通じた投棄防止の意識醸成

等に取り組む。 

当年度 3,194 千円 

前年度 3,248 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

海岸漂着物地域対策推進事業 

海岸の良好な景観及び環境の保全を図るため、国の補助制度を活用

し、海岸漂着物等の回収・処理を行う。 

当年度 [２月冒頭含む] 193,888 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 182,750 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

４ 安全で快適な生活環境の保全 

化学物質環境リスク低減強化事業 

有機フッ素化合物（ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ）、トリクロロエチレン、ダイオキシ

ン類などの化学物質について、県内の環境中の実態を把握し、環境リスク

の低減対策を強化する。 

当年度 12,611 千円 

前年度 9,466 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○          
 

- 10 -



  防 災 局 

１ 防災・危機管理体制の強化 

新 災害時の避難者支援システム導入費 

災害発生時に県と市町村が避難者情報を迅速に把握するためのシステ

ムを開発し、避難所等において、避難者が、その属性に応じた速やかな支

援を受けられる体制を整備する。 

当年度 20,540 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○       ◎ 

 

新 避難所環境改善事業 

災害時における避難所の生活環境改善や平時における住民の防災意

識啓発を図るため、防災資機材を整備する。 

当年度 ［２月冒頭］ 46,725 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新潟県被災者生活再建支援システム維持管理費 

大規模災害時において、迅速な被災者支援を行うため、県・市町村共

同利用型の被災者生活再建支援システムを運用する。 

当年度 24,433 千円 

前年度 25,463 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○       ◎ 

 

拡 宿日直体制整備費 

職員が大規模災害等の重大な危機事案への対応に注力できるようにす

るため、危機管理センターの宿日直業務の一部を外部委託し、平時から

職員との連携を図るなど、県庁全体の危機管理体制を強化する。 

当年度 11,209 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

２ 地域防災力の充実強化 

拡 地域防災力向上事業 

令和６年能登半島地震の課題等を踏まえ、地域における、津波避難体

制構築、個別避難計画作成及び孤立地域対策への支援等を市町村と連

携して強化する。また、自主防災組織等の活動における新潟県防災リー

ダーの活用を促進する。 

当年度 16,800 千円 

前年度 12,500 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

教育訓練施設等整備費 

消防職員及び消防団員に係る教育訓練の充実のため、消防学校にお

ける施設・資機材整備を実施する。 

当年度 67,855 千円 

前年度 93,723 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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防災意識啓発事業 

個別避難計画等に関するセミナー開催により避難体制に関する県民の

理解を深めるとともに「ぼうさいこくたい 2025」の開催を契機として、様々な

主体と連携し、広く防災意識啓発の取組を行う。 

当年度 2,222 千円 

前年度 3,750 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

若者等防災意識向上事業 

防災への対策を講じている割合が低いとされる若年層等に対して、大

学・専門学校、企業等と連携した啓発活動を行い、県民の防災意識の向

上を図る。 

当年度 1,000 千円 

前年度 1,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

３ 原子力防災対策の推進 

拡 原子力災害時の住民避難を円滑にするための避難路の整備等 

原子力災害時の住民避難を円滑にするため、国との協議において優先

的に整備すべきとされた柏崎刈羽原子力発電所からＵＰＺ外へ避難するた

めの６方向の幹線道路整備に係る調査及び高速道路を活用するための緊

急進入路の整備を実施する。 

当年度 ［２月冒頭含む］ 604,860 千円 

前年度 [６月補正、９月補正] 67,979 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

拡 放射線防護対策を施した屋内退避施設の整備の推進 

原子力災害対策重点区域内において、避難により健康リスクが高まる方

が屋内退避を行うための放射線防護対策施設の整備を進めるとともに、一

般住民を含め自宅以外でも屋内退避が行えるよう、新たに、避難所となる

学校の体育館等の防護対策について国とともに調査・検討を実施する。 

当年度 ［２月冒頭含む］ 489,151 千円 

前年度 ［２月冒頭］  17,820 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 指定避難所備蓄物資補強支援事業 

令和６年能登半島地震における孤立地域の発生を踏まえ、新たに、

PAZ 及び UPZ で孤立のおそれがある地域の指定避難所の備蓄物資や備

蓄倉庫の整備を支援する。 

当年度 ［２月冒頭］ 11,307 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

原子力防災対策費 

原子力防災訓練、要員研修の実施、防災活動資機材及び通信網の整

備など、原子力防災の取組の充実を図り、避難計画の実効性を高める。 

当年度 577,011 千円 

前年度 498,457 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

原子力安全・広報等対策費 

県民の安全・安心を確保するため、柏崎刈羽原子力発電所の安全対策

を確認するとともに、広く県民に対して原子力発電に関する情報発信等を

行う。 

当年度 95,299 千円 

前年度 88,260 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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監視施設設備等整備費 

柏崎刈羽原子力発電所周辺の環境放射線監視及び緊急時モニタリン

グを適切に実施するため、放射線監視施設設備等の計画的な維持・整備

を図る。 

当年度 268,425 千円 

前年度 ［２月冒頭含む］ 435,278 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

４ その他 

ＬＰガス料金高騰対策家庭向け支援事業（重点支援対応） 

エネルギー価格の高騰による生活者への影響を緩和するため、国の総

合経済対策において、直接的な料金負担軽減策が講じられていないＬＰ

ガスを利用する一般家庭等に対し、負担軽減支援を行う。 

当年度 [２月冒頭］ 143,325 千円 

前年度 ［12 月補正］ 146,400 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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  福 祉 保 健 部 

１ 県民生活や県内経済が直面する足元の課題への対応 

医療・社会福祉施設等設備導入緊急支援事業 

エネルギー価格・物価高騰等の影響を受ける社会福祉法人や医療法人

等が行う、省エネルギー設備の導入に要する費用を支援する。 

当年度 [２月冒頭] 221,409 千円 

前年度 [12 月補正] 187,978 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

医療・社会福祉施設光熱費等高騰対策緊急支援事業 

光熱費等の高騰の影響を受けている医療・社会福祉施設に対して、安

定的な医療・福祉サービス提供のための取組を支援する。 

当年度 [２月冒頭] 993,456 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

医療施設食材料費高騰対策緊急支援事業 

食材料費の高騰による経営への影響を緩和するため、入院時の食費に

係る医療施設の負担軽減を行う。 

当年度 [２月冒頭] 132,916 千円 

前年度 [12 月補正含む] 199,499 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

灯油購入費助成事業 

物価高騰等の影響により生活に窮する方々を支援するため、 市町村が

実施する灯油購入費助成に係る経費の一部を補助する。 

当年度 [２月冒頭] 556,000 千円 

前年度 [12 月補正] 544,500 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

２ 安全に安心して暮らせる新潟 

(1) 原子力防災対策の推進 

原子力災害安定ヨウ素剤事前配布事業 

国の原子力災害対策指針を踏まえ、即時避難区域(PAZ)及び避難準備

区域(ＵＰＺ)における安定ヨウ素剤の配布・服用体制の整備を図る。 

当年度 116,327 千円 

前年度 126,793 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(2) 安全で安心なまちづくり 

困難な問題を抱える女性・ＤＶ被害者支援事業 

「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」及び「配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」の趣旨を踏まえ、困難な

問題を抱える女性等の福祉の増進に向けた包括的な支援を実施する。 

当年度 30,683 千円 

前年度 31,480 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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食の安全・安心推進事業 

「にいがた食の安全•安心基本計画」に基づき、食の安全•安心に関する

審議会や意見交換会を開催するほか、「新潟県食品衛生監視指導計画」

に基づく各種収去検査を実施し、食品の安全確保を図る。 

当年度 12,845 千円 

前年度 12,779 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

  

HACCP 導入強化事業 

食品衛生管理の国際標準である HACCP に沿った衛生管理を定着させ

るため、各種研修会を開催するほか、普及啓発・導入に向けた実践活動

等を行う。 

当年度 2,964 千円 

前年度 3,228 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

  

３ 県民すべてが生き生きと暮らせる新潟 

(1) こども・子育てを支える環境の整備 

こども医療費助成等交付金 

市町村が実施するこども医療費助成事業等への支援として交付金を交

付する。 

当年度 1,218,892 千円 

前年度 1,145,532 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

拡 遠方の産科医療機関等での出産・妊婦健診受診に対する交通費等支援事業 

遠方の産科医療機関で出産する妊婦に対して、当該医療機関までの移

動にかかる交通費等を助成する。 

新たに、妊婦健診受診者にも対象を拡大する。 

当年度 [２月冒頭含む] 1,915 千円 

前年度 [９月補正]   199 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

拡 周産期医療再編に伴う妊産婦支援事業 

周産期医療の再編により分娩施設が無くなった市町村の妊婦に対し、

交通費等を助成する。 

新たに、周辺市町村の妊婦も対象にするとともに、妊婦健診時及び産婦

健診時の交通費も対象にする。 

当年度 2,000 千円 

前年度 300 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

生涯を通じた女性の健康支援事業 

妊娠期等において様々な悩みを一人で抱え込むことのないよう、専門相

談体制を整備するとともに、地域における関係機関の連携体制を強化す

る。 

当年度 5,082 千円 

前年度 5,665 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

新 放課後児童クラブ等支援交付金 

「小１の壁」に直面し、不安を抱える共働き家庭等を支援するため、放課

後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等において、新たに、地域の実

情に応じたサービス拡充を実施する市町村に対し交付金を交付する。 

当年度 250,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           
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新 こども・若者未来トーク事業 

こどもや若者等の意見を聴き、未来の新潟県政に反映するため、新た

に、こども・若者モニターの設置やこども・若者会議を開催する。 

当年度 573 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

新潟県こむすび定期事業 

官民挙げて社会全体でこどもの出生をお祝いするため、入園前と入学

前に満期となる「新潟県こむすび定期」をお渡しする。 

当年度 1,112,485 千円 

前年度 1,193,138 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

保育補助者雇上強化事業 

保育士の業務負担軽減のため、保育士の補助を行う保育補助者の雇

上費を補助するとともに、保育士資格所有者が補助者として一定期間従事

することを可能とし、ブランクの長い保育士の復帰を支援する。 

当年度 96,668 千円 

前年度 71,926 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

保育士修学資金貸付等事業 

保育士養成施設の学生に対する修学資金や潜在保育士の再就職準備

費用等を貸し付けることにより、保育人材の確保を図る。 

当年度 97,405 千円 

前年度 87,335 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

保育士等キャリアアップ研修事業 

保育の技能・経験を積んだリーダー的な役割が求められる職員に対し、

専門性の向上を図るための研修を実施し、保育所等における保育の質の

向上を図る。 

当年度 9,180 千円 

前年度 9,180 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

新 病児保育広域連携推進事業 

病児保育事業の効率的・効果的な事業運営及び子育て世代の利便性

向上を図るため、新たに、病児保育事業の広域連携に向けた検討会を実

施する。 

当年度 667 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

拡 「出会いの一歩・縁結び」応援プロジェクト 

結婚を希望する方の出会いの一歩を後押しするため、新たに、多様な

出会いの場を提供するとともに、ＳＮＳ等を活用して若年層の出会いや結

婚を応援する気運の醸成を図る。 

当年度 91,483 千円 

前年度 77,441 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           
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結婚新生活支援事業連携推進補助金 

県と市町村で連携して若年層への結婚支援の体制強化を図るため、県

とともに結婚支援に取り組む市町村に対し、結婚に伴う新生活において必

要な経費に対する経済的支援の実施に係る費用の一部を支援する。 

当年度 60,000 千円 

前年度 60,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

地域少子化対策重点推進事業 

結婚から子育てまでの切れ目ない支援を行う市町村を支援するととも

に、社会全体で子育てを支える環境づくりの推進を図るため、県民全体が

一体となって安心してこどもを生み育てる環境づくりに取り組む気運を醸成

する。 

当年度 61,051 千円 

前年度 44,034 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

少子化対策に係る企業等との協働の仕組み構築事業 

少子化対策として、企業・団体等と協働する仕組みを構築し、子育てを

社会全体で応援する気運の醸成を図る。 

当年度 21,217 千円 

前年度 19,566 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

不妊・不育症治療費助成事業補助金 

不妊・不育症治療の経済的負担を軽減するため、一定の水準で助成を

行う市町村に対して補助する。 

当年度 37,522 千円 

前年度 33,763 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

拡 出産・子育て支援事業 

安心して出産・子育てができる環境を確保するため、市町村が実施する

母子保健事業に要する費用に充てるための交付金を交付する。 

新たに、退院直後の母子の心身のケアや育児のサポート等きめ細かい

支援を実施する産後ケア事業に係る費用の一部を交付金として交付する。 

当年度 85,839 千円 

前年度 60,489 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

里親活動強化支援事業 

要保護児童に対し、里親への委託を推進することにより、家庭的な環境

でのより安心•安全な養育の提供を図る。 

当年度 7,567 千円 

前年度 7,629 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

児童相談所一時保護所学習支援員配置事業 

児童相談所一時保護所に入所する児童に対し、所内で適切な学習指

導を行うことにより、学力の維持を図り、もってこれらの児童の学習権の保

障及び福祉の向上を図る。 

当年度 2,715 千円 

前年度 2,924 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           
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ヤングケアラー支援普及啓発事業 

日常的に家族の介護等を行うことで、学校生活等に支障が生じることが

懸念される児童生徒、いわゆる「ヤングケアラー」への支援について、社会

的認知度向上を図るとともに、県内の支援体制の整備を推進する。 

当年度 7,393 千円 

前年度 7,016 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

児童虐待防止のためのＳＮＳ相談事業 

こどもや親の相談に対応し、児童虐待防止につなげるため、ＳＮＳによる

相談体制を整備する。 

当年度 6,868 千円 

前年度 6,032 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

こどもの権利擁護推進事業 

社会的養護に係るこどもの権利擁護の強化を図るため、こどもの意見表

明等を支援するとともに、調査審議等の実施体制を整備する。 

当年度 9,156 千円 

前年度 8,943 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

ひとり親家庭等自立応援事業 

ひとり親家庭のこどもに対する学習支援等の取組を支援し、貧困の連鎖

の防止を図る。 

当年度 33,578 千円 

前年度 37,243 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

フードバンク支援事業 

物価高騰等の影響により生活に困窮した方からの食料支援要請の増大

に対応するため、フードバンク団体の食品受入体制の強化を支援するとと

もに、団体の資金調達などの運営体制の強化を支援する。 

当年度 2,180 千円 

前年度 2,176 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 新生児マススクリーニング実証事業 

新生児の先天性疾患を早期に発見し、生涯にわたって障害などの発生

を予防するため、新たに、国の実証事業を活用し、対象２疾患に係る検査

費用を支援する。 

当年度 18,160 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

(2) 地域医療の確保と健康立県の実現 

健康立県にいがた推進事業 

全ての世代が生き生きと暮らせる「健康立県」の実現のため、県民運動

を展開するとともに、企業における従業員等の健康づくりの取組を強化す

る。 

当年度 12,736 千円 

前年度 15,106 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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自然に健康な食事ができる取組促進事業 

県民の望ましい食生活の実践に向け、スーパーと連携した健康に配慮

した中食「からだがよろこぶデリ」の販売促進や関係機関と連携した啓発活

動に取り組む。 

当年度 6,636 千円 

前年度 6,636 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

働く世代へのがん対策事業 

働く世代のがん検診受診率の向上及び新型コロナウイルスにより減少し

た受診者数の回復を目指し、市町村・職域連携の強化及び更なる普及啓

発に取り組む。 

当年度 3,096 千円 

前年度 4,225 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

歯みがきスペース環境整備等モデル事業 

働く世代等の口腔衛生習慣の定着を図るため、企業等での歯みがきス

ペースの整備や、大学・専門学校等での口腔チェックツールの活用をモデ

ル的に実施する。 

当年度 4,295 千円 

前年度 7,618 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

８０２０運動推進特別事業 

8020 運動の積極的な普及啓発及び 8020 達成に向けた歯科保健事業

の円滑な推進体制の整備を図る。 

当年度 8,239 千円 

前年度 8,239 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

にいがた新世代ヘルスケア情報基盤推進事業 

個人情報保護に配慮しながら健康・医療・介護のデータの連携による情

報基盤を構築し、県民、医療・介護の現場、保険者、学術団体等が活用す

ることによって、「県民の健康寿命を伸ばし、いつまでも自分らしく暮らせる

社会」を目指す。 

当年度 20,915 千円 

前年度 23,244 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 ヘルスケアＥＢＰＭ人材育成事業（国民健康保険事業特別会計） 

複雑化する地域の健康・医療・福祉課題の解決に向けて、データに基

づいた政策形成を実現するため、新たに、高いデータリテラシーと政策立

案能力を持つ人材の育成を図る。 

当年度 11,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎       ○ 

 

新 医療機関経営状況急変対策緊急支援事業 

新型コロナ後の患者減少による足元の経営状況の急変に直面し、新た

に、病床数の適正化等に取り組む医療機関に対し、負担軽減のための支

援を行う。 

当年度 [２月冒頭] 1,322,951 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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医療機能再編・集約化総合支援事業 

質の高い医療を持続的に提供できる体制を確保するため、医療機能再

編・集約化の取組を支援する。 

当年度 1,310,388 千円 

前年度 1,657,138 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 上越医療再編における統合支援事業 

上越医療圏における地域医療構想の推進を図るため、地域医療構想調

整会議の合意に基づく中期再編における中核病院について、新たに、コ

ンサルティング事業者を活用し、円滑な統合のための支援を行う。 

当年度 44,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 地域医療構想推進貸付金 

県の地域医療を支える二大ネットワークであり、へき地、離島医療など公

益性の高い医療サービスを提供している新潟県厚生農業協同組合連合

会の再編・集約化に伴う事業に係る貸付を行う。 

当年度 269,730 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

地域医療再編検討推進事業 

新潟県厚生農業協同組合連合会が開設する病院のみでは改善が困難

な課題について、コンサルティング事業者を活用し、他医療機関と課題の

要因分析や解決策の検討を行うことにより、地域医療構想に沿った圏域全

体の医療再編を推進する。 

当年度 44,000 千円 

前年度 [12 月補正] 20,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 へき地におけるオンライン診療普及支援事業 

離島・中山間地など医療資源が少ない地域でも診療機会の維持・増加

を図るため、モデル事業の成果をもとに、新たに、へき地におけるオンライ

ン診療の導入に係る経費を支援するとともに、普及のための研修を行う。 

当年度 3,702 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎       ○ 

 

新 オンライン診療を用いた休日夜間診療試験実施事業 

開業医の高齢化が進み、当番医の確保が困難になりつつある休日夜間

診療所における診療機会の維持に向け、新たに、休日夜間診療所におい

てオンライン診療を試験的に導入する取組を支援する。 

当年度 16,888 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎       ○ 

 

拡 在宅医療提供体制整備事業 

地域の在宅医療の提供増を図るため、在宅医療に必要な連携を担う拠

点活動事業に対して支援を行う。 

新たに、拠点活動を促進するための医師を対象とした意識啓発事業や

先進的な取組を実証するモデル事業を拡充する。 

当年度 111,147 千円 

前年度  89,635 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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拡 新型インフルエンザ治療薬等備蓄事業 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、新型インフルエンザ

の発生に備え、インフルエンザ治療薬を備蓄する。 

また、今後の感染症危機発生に備え、医療提供体制維持のため、新た

に、初動時に対応する医療機関等で用いる個人防護具を備蓄する。 

当年度 7,524 千円 

前年度 1,943 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

骨髄等移植推進強化事業 

若年層のドナー登録者を増やすための普及啓発を強化するとともに、市

町村の助成対象日数を超えて入院等を要したドナーヘ助成金を支給す

る。 

当年度 573 千円 

前年度 882 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

拡 医師招へい等総合対策事業 

医師の確保・地域偏在解消を図るため、地域枠等の医学生への修学資

金貸与や、医師のキャリア形成支援、臨床研修医の確保に向けた県独自

の研修コースの運営のほか、臨床研修修了後も県内に定着してもらうた

め、新たに、地域で医師を育成する仕組みづくりの検討等を行う。 

当年度 1,377,031 千円 

前年度 1,113,981 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

拡 臨床研修医確保プロモーション事業 

臨床研修医の更なる確保に向け、効果的にＰＲするためのデジタルパン

フレット等を作成するとともに、県内病院のオンライン合同説明会などの大

規模イベントを実施するほか、新潟大学医学生の県内定着を図るため新

潟大学医学生を対象とした病院説明会を強化する。 

当年度 14,347 千円 

前年度 11,380 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新潟地域医療確保・地域医療課題解決支援講座設置費 

新潟の地域医療に求められる医師の確保・育成を図るため、新潟大学

大学院医歯学総合研究科に地域医療確保・地域医療課題解決支援講座

を設置するための寄附を行う。 

当年度 170,915 千円 

前年度 170,915 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

シームレスな医師養成の仕組み創設支援事業 

臨床研修医・専攻医等の確保を図るため、中核病院等における臨床研

修から専門研修を見据えた切れ目のない（シームレス）魅力的な研修体制

整備に対して支援する。 

当年度 46,600 千円 

前年度 57,450 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

医師の働き方改革支援事業 

医師の働き方改革に対応するとともに、勤務医の勤務環境改善により医

師の確保・定着を図るため、医療機関における労働時間短縮や勤務環境

改善に向けた取組等を支援する。 

当年度 29,007 千円 

前年度 25,784 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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勤務医等サポート事業 

女性医師や、へき地等に所在する医療機関の勤務医に対する支援を行

う。 

当年度 4,648 千円 

前年度 4,648 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

看護学生修学資金貸付金 

看護職員の県内就業・定着を促進するため、看護学生等に対して指定

する医療機関での勤務等を返還免除要件とする修学資金を貸与するほ

か、新たに、看護師資格取得を目指す准看護師に対し、交通費の補助を

行う。 

当年度 201,711 千円 

前年度 211,798 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

看護職員Ｕターン・県内就業促進事業 

看護職員の県内への就業促進を図るため、就職相談会、病院合同説明

会の開催、県内養成校の取組の支援を実施するとともに、病院紹介や看

護職求人に関する広報・情報発信を行う。 

当年度 27,470 千円 

前年度 33,106 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

看護職員キャリアアップ・県内定着促進事業 

看護職員の県内定着を図るため、地域内における研修環境の整備、専

門性の高い看護職員の育成など、看護職員が県内でキャリアアップできる

仕組みづくりに取り組む。 

当年度 33,774 千円 

前年度 36,476 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 災害・感染症に係る看護職員確保対策事業 

新たに、災害発生時や新興感染症発生・まん延時に看護職員を県内外

の他の医療機関等に派遣するための体制整備を図る。 

当年度 649 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 医療機関等生産性向上・職場環境整備等事業 

新たに、ＩＣＴ機器の導入やタスクシフト／シェアによる業務の効率化を

進める医療機関等に対して経費相当分の給付金を支給し、生産性向上・

職場環境整備等を図る。 

当年度 [２月冒頭] 1,463,580 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

明るい長寿社会づくり事業 

高齢者の生きがいと健康づくりを推進するため、高齢者自身の取組を支

援し、高齢者の社会活動の振興を図る。 

当年度 45,995 千円 

前年度 47,371 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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介護予防市町村支援事業、介護予防推進リハビリテーション指導者総合育成事業 

介護予防に関する普及啓発や専門職の育成等を行うことにより、市町村

における介護予防の効果的な取組を支援する。 

当年度 12,203 千円 

前年度 12,675 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

補聴器利用促進・調査事業 

難聴者の適正かつ効果的な補聴器使用につなげるため、市町村や関

係機関と連携した啓発活動や、使用状況等の調査を行うとともに、補聴器

購入費助成を行う市町村を支援する。 

当年度 10,379 千円 

前年度 10,377 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

認知症高齢者介護支援事業 

かかりつけ医等に対する認知症対応力向上研修や認知症疾患医療セ

ンターの充実などにより早期発見・早期対応の体制を整備するとともに、認

知症に関する知識の普及啓発などにより、認知症の人やその家族への支

援体制の充実を図る。 

当年度 60,699 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 62,473 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(3) 住み慣れた地域で自立した生活が続けられる福祉の充実 

医療的ケア児等支援体制整備事業 

医療的ケア児やその家族の様々な相談に総合的に対応するとともに、

医療的ケア児等に関する関係機関等への情報提供や研修などを行う。 

当年度 13,200 千円 

前年度 13,200 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

拡 公的病院（精神病床）助成事業 

地域における精神医療の確保のため、公的病院として重要な役

割を果たしている佐渡総合病院の精神科医療にかかる運営費の助

成を拡充する。 

当年度 33,333 千円 

前年度 27,333 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

アウトリーチ（訪問）支援事業 

精神科病院への入退院を繰り返す者、精神科医療の中断者、精神疾患

による入院後の退院者等を対象に、多職種による訪問支援を実施すること

により医療や適切なサービスに繋げ、精神障害者が地域で安心した生活

ができるよう支援する。 

当年度 8,412 千円 

前年度 9,983 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 入院者訪問支援事業 

新たに、外部との面会交流が途絶えやすい精神科病院の入院者からの

希望に基づき、訪問支援員を派遣し、相談や情報提供等を行うことにより、

入院者の孤独感や自尊心低下の解消と権利擁護を図る。 

当年度 4,367 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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新 障害者差別解消推進事業 

障害を理由とする差別解消の更なる推進を図るため、新たに、相談支援

体制を整備するとともに、県民等の障害や障害者に対する関心と理解を深

めるため、啓発活動を行う。 

当年度 1,145 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

重度心身障害者医療費助成事業 

重度心身障害者の健康の増進と経済的負担の軽減を図るため、市町村

が実施する重度心身障害者医療費助成事業に対して助成する。 

当年度 1,386,299 千円 

前年度 1,421,133 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

手話普及推進事業 

ろう者とろう者以外の者が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生す

る社会の実現に向けて手話の普及等を行う。 

当年度 11,909 千円 

前年度 11,909 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

介護人材確保推進事業 

団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢者になる 2025 年を見据え、必要と

なる介護人材を充足させるため、介護福祉士修学資金貸付事業の取組な

ど介護人材の新規参入の促進を図るとともに、資格取得等のキャリアアッ

プや外国人介護人材の受入支援等を実施する。 

当年度 [２月冒頭含む] 414,961 千円 

前年度 424,033 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

介護分野生産性向上事業 

介護サービスの質の維持・向上を図るため、生産性向上等に関するワン

ストップ窓口の運営や事務の省力化・介護従事者の負担軽減に資する介

護ロボットの導入及び現場のＩＣＴ化を支援するとともに、国の科学的介護

情報システムを活用したエビデンスに基づく科学的介護を推進する。 

当年度 75,360 千円 

前年度 87,552 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 介護及び障害福祉人材確保・職場環境改善等事業 

介護事業所、障害福祉サービス事業所等の更なる業務効率化や職場

環境の改善、人材確保・定着の基盤を構築するため、新たに、介護職員等

処遇改善加算及び福祉・介護職員等処遇改善加算を取得している事業

所を対象に、賃金の引き上げ等に係る費用の補助を行う。 

当年度 [２月冒頭] 2,587,721 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新潟県における自殺対策強化事業 

自殺者の減少に向けて自殺対策を強化するため、各地域の実情に合わ

せた自殺対策を企画立案するとともに、関係機関等と連携し、効果的に自

殺対策事業を実施する。また、市町村及び関係団体が実施する自殺対策

事業に対し補助を行う。 

当年度 121,006 千円 

前年度 119,186 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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殺処分削減推進事業 

新潟県動物愛護管理推進計画に基づき、犬・猫の収容数及び殺処分

数の削減を図るため、飼い主のいない猫の繁殖抑制及びボランティアによ

る犬・猫の飼養管理・譲渡を推進する。 

当年度 3,976 千円 

前年度 3,976 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

４ 誰もが社会参画できる新潟 

人権施策総合推進費 

人権尊重の理念に関する県民相互の理解を深めるため、総合的な施策

を推進する。 

当年度 24,622 千円 

前年度 24,622 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

生活困窮者自立支援事業 

生活困窮者等の多様なニーズにあわせて制度横断的、継続的に各種

支援のコーディネートや就労支援、家計改善支援等を行う。 

当年度 23,683 千円 

前年度 23,392 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

拡 新潟水俣病地域福祉推進事業 

新潟水俣病患者の方々が安心して暮らすことができるよう、患者の保健

福祉施策の充実、こどもたちの教育の推進及び地域社会の再生と融和を

図るための取組を行うとともに、新潟水俣病公式確認 60 年の節目に当たる

ことを踏まえ、新たに、ふれあい館展示物のＩＣＴ化と多言語化を図る。 

当年度 346,835 千円 

前年度 302,853 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

拡 地域福祉包括的支援体制整備事業 

包括的な支援体制の整備に取り組む市町村の支援に加え、新たに、孤

独・孤立対策に取り組む関係機関とのネットワークの構築を行うなど、地域

住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する支援体制の構築を推進

する。 

当年度 53,116 千円 

前年度 31,754 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

- 25 -



  産 業 労 働 部 

１ 県民生活や県内経済が直面する足元の課題への対応 

(1) エネルギー価格・物価高騰等に対応する事業者への支援 

新事業チャレンジ支援事業 

エネルギー価格・物価高騰等の影響を受けている県内中小企業等が経

済社会活動の変化に対応するために行う、ＤＸや生産性向上に関する前

向きなチャレンジを支援する。 

当年度 ［２月冒頭］ 301,838 千円 

前年度 ［12 月補正］ 731,277 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

「消費喚起・需要拡大プロジェクト」応援事業 

エネルギー価格・物価高騰等の影響を緩和し、地域経済の下支えを図

るため、県内の事業者等で構成する団体が実施する地域経済への活性化

に資する取組を支援する。 

当年度 ［２月冒頭］ 253,631 千円 

前年度 ［２月冒頭］ 327,131 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

新 物価高を乗り切る！首都圏・関西圏マーケット開拓事業 

エネルギー価格・物価高騰等の影響を受ける県内事業者の収益確保に

向け、首都圏・関西圏にある本県のアンテナショップを活用した県産品の

販路拡大を支援する。 

当年度 ［２月冒頭］ 34,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

専門家派遣事業 

エネルギー価格・物価高騰等の影響により事業活動の継続に苦しむ県

内中小企業に対する、経営課題解決を支援する。 

当年度 ［２月冒頭］ 55,522 千円 

前年度 ［12 月補正］ 57,804 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○      

 

ＬＰガス高騰対策緊急支援事業 

エネルギー価格の高騰による経営への影響を緩和するため、国の総合

経済対策において、直接的な料金負担軽減策が講じられていないＬＰガス

を利用する県内中小企業等への負担軽減支援を行う。 

当年度 ［２月冒頭］ 41,556 千円 

前年度 ［12 月補正］ 51,184 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

中小企業等原油・原材料価格高騰等対応設備導入緊急支援事業 

エネルギー価格・物価高騰等の影響を受けている県内中小企業等が行

う、商品・サービスの生産・提供プロセスにおける省エネルギー設備の導入

を支援する。 

当年度 ［２月冒頭］ 361,204 千円 

前年度 ［12 月補正］ 448,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       
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新 価格転嫁促進総合対策事業 

エネルギー価格・物価高騰等に係る適切な価格転嫁や下請取引の適

正化を促進するため、国や関係団体等と連携し、価格交渉促進セミナー

の開催やパートナーシップ構築宣言の普及拡大を図る。 

当年度 ［２月冒頭］ 3,512 千円 

前年度  0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

新 新潟清酒醸造技術強化支援事業 

エネルギー価格・物価高騰等が長期化する中、県醸造試験場に清酒成

分分析が可能となる高精度分析機材を導入し、県内清酒製造者の品質向

上の取組を支援する。 

当年度 ［２月冒頭］ 39,600 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

ものづくり産地持続・強化支援事業（物価高騰型） 

エネルギー価格・物価高騰等が長期化する中で、産地全体を下支えす

るため、産地が一体で実施する付加価値の向上に繋がる新たな販路開拓

や生産性向上、販売拠点強化に資する取組を支援する。 

当年度 ［２月冒頭］ 15,996 千円 

前年度 ［12 月補正］ 16,796 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

特別高圧電力利用事業者等支援事業 

エネルギー価格の高騰による経営への影響を緩和するため、国の総合

経済対策において、直接的な料金負担軽減策が講じられていない特別高

圧電力を利用する県内中小企業等への負担軽減支援を行う。 

当年度 ［２月冒頭］ 319,700 千円 

前年度 ［12 月補正］ 260,500 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

(2) 能登半島地震災害への対応 

新潟県なりわい再建支援事業 

地震により被災した中小企業等の復旧・復興を推進するため、施設や設

備の復旧等の事業再建に係る経費を補助する。 

当年度 ［２月冒頭］ 1,547,800 千円 

前年度 ［２月冒頭］   959,775 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

２ 挑戦する人や企業が生まれ、集まる環境の整備 

(1) 意欲ある企業等への支援による県内産業の活性化 

にいがた産業創造機構推進費 

「にいがた産業創造機構」の創業・新分野進出に向けた取組等を支援

する。 

当年度 161,422 千円 

前年度 147,899 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       
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防災産業クラスター形成事業 

産学官の連携により、防災関連商品等の開発を促進するとともに、取組

を発信することで、防災関連産業の集積に向けた環境づくりを行う。 

当年度 14,035 千円 

前年度 21,593 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

ＢＣＰ策定率向上事業 

県と連携協定を締結した民間企業の活力を活用し、県内企業のＢＣＰ

（事業継続計画）策定を支援することで、事業継続力の強化と企業価値の

向上、県経済の活性化を図る。 

当年度 2,950 千円 

前年度 3,105 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

民間企業と連携した県産品の魅力発掘・新規大口販路開拓事業 

県と包括連携協定を締結した民間企業等の活力を活用し、県産品の魅

力をＰＲするとともに、新規大口販路拡大につながる取組を支援する。 

当年度 2,188 千円 

前年度 3,366 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

技術振興推進事業 

県内企業による新たな技術開発や新事業開発につなげるため、先端技

術の活用やオープンイノベーション創出に向けた取組を推進する。 

当年度 12,317 千円 

前年度 13,490 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

ものづくり企業のスタートアップ連携チャレンジ事業 

県内ものづくり企業による新たな技術開発や市場創出等に向けたチャレ

ンジを後押しするため、斬新な技術やビジネスアイデアを持つ事業者とス

タートアップとの連携・協業を促進する。 

当年度 10,000 千円 

前年度 10,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

首都圏情報発信拠点プロモーション事業 

首都圏情報発信拠点「銀座・新潟情報館 THE NIIGATA」において、引

き続き、新潟県の認知度向上や誘客促進等を図るため、時機に応じたプロ

モーションを実施する。 

当年度  8,000 千円 

前年度 31,145 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

新 ぼうさいこくたいプロジェクト事業 

本県で開催される「ぼうさいこくたい」において、「防災と言えば新潟」を

PR することで、関連産業の本県集積を促し、県内産業の活性化を図る。 

当年度 [２月冒頭] 37,669 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎ ○     
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ＤＸ推進総合支援体制等整備事業 

デジタル化に取り組む県内企業の裾野拡大に取り組む商工団体や金

融機関等との連携体制を整備するとともに、ＤＸ総合相談窓口による、企

業のデジタル導入に向けた課題整理からＩＴ企業とのマッチングまで、一貫

した支援体制を構築する。 

当年度 14,465 千円 

前年度 13,117 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○     ◎ 

 

新 ＤＸ経営による企業価値向上プロジェクト事業 

企業経営にデジタル技術を活用することで企業価値向上に取り組む県

内企業を増加させるため、「ＤＸ認定」の取得を支援するほか、ＤＸによるビ

ジネスモデル変革等の先進事例を創出し、取組事例の横展開を図る。 

当年度 25,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○     ◎ 

 

ＤＸ先端技術活用サービス等開発支援事業 

県内企業による、生成ＡＩやドローンなどの先端技術を活用した革新的

な製品・サービス等の開発を支援する。 

当年度 15,514 千円 

前年度 18,014 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○     ◎ 

 

支援機関連携ＤＸ意識改革事業 

県内企業のＤＸを推進するため、金融機関や商工団体を対象に企業に

対するＤＸ支援スキルを習得するための研修等を開催する。 

当年度 8,000 千円 

前年度 8,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○     ◎ 

 

海外展開トライアルサポート事業 

海外展開に初めて取り組む企業等の市場調査や見本市出展等のトライ

アルを支援する。 

当年度 6,500 千円 

前年度 6,500 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎ ○     

 

海外展開加速化支援事業 

県内企業による海外市場の取り込みを促進するため、海外における市

場調査、販路開拓等の取組を支援する。 

当年度 83,006 千円 

前年度 88,006 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎ ○     

 

東南アジア市場開拓支援事業 

バイヤー招へいによる商談や、ＭＯＵ締結を契機とした経済連携事業等

の実施により、東南アジア市場開拓を支援する。 

当年度 8,382 千円 

前年度 13,975 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎ ○     
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北米市場販路開拓支援事業 

バイヤー招へいによる商談、テストマーケティング等の実施により米国市

場開拓を支援する。 

当年度 12,600 千円 

前年度 9,170 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎ ○     

 

新潟県海外ビジネスサポートデスク運営事業 

県内企業等の海外展開に向けたサポートデスクを運営し、新規取組企

業の発掘や関係機関との連携による共同支援を実施する。 

当年度 8,000 千円 

前年度 8,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎ ○     

 

新潟清酒海外展開支援事業 

新潟発の「日本酒学」の取組と連携し、新潟清酒のブランド確立と輸出

拡大に向けた取組を支援する。 

当年度 2,258 千円 

前年度 2,258 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎ ○     

 

「酒の国にいがた」ブランド構築事業 

海外での新潟清酒等のブランド構築に向けて、新潟清酒等の認知度向

上や輸出拡大を促進するため、重点的にブランド構築を図る輸出国に対

し、県酒造組合による見本市出展等を支援する。 

当年度 6,696 千円 

前年度 6,696 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎ ○     

 

新潟県外国人材受入サポートセンター運営事業 

外国人材の受入れに関する県内企業からの相談対応や専任のコーディ

ネーターによる入国時支援等を行うサポートセンターを運営する。 

当年度 15,000 千円 

前年度 15,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎   ○     

 

新 外国人材受入環境整備事業 

送出機関・受入支援団体と県内企業とのマッチングや、外国人学生と県

内企業とのマッチングを実施するほか、日本語学習をはじめ県内企業が行

う外国人材の受入環境の整備を支援する。 

当年度 30,200 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎   ○     

 

事業承継支援加速化事業 

小規模事業者等の円滑な事業承継を推進するため、事業承継計画の

作成などの初期対応のほか、承継完了に向けた取組を支援する。 

当年度 26,000 千円 

前年度 26,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       
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第三者承継推進事業 

県内中小企業の事業承継を推進するため、市町村による事業者支援の

取組を支援する。 

当年度 2,000 千円 

前年度 5,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

事業継続力強化支援加速化事業 

自然災害等に対する県内企業の対応力向上を図るため、商工団体等と

連携し、中小企業等による事業継続力強化の取組を支援する。 

当年度 1,425 千円 

前年度 1,500 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

魅力ある職場づくり応援資金 

子育て応援企業を金融面でも支援するなど、魅力ある職場づくり応援資

金のための資金を融資する。 

当年度 313,794 千円 

前年度 313,794 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○ ◎       

 

ものづくり産地持続・強化支援事業（一般型） 

地場産地の持続的発展を図るため、販路開拓・拡大や県産品の買換需

要を創出する取組のほか、地場産地の生産性向上に資する取組を支援す

る。 

当年度 34,850 千円 

前年度 34,850 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

企業連携プロジェクト創出事業 

地場産業の受注確保に向けた中小企業グループが行う新たな販路拡

大や市場調査等、需要創出につながる販路開拓の効果的な取組を支援

する。 

当年度 10,600 千円 

前年度 10,600 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

ファクトリーブランド育成事業 

企業のブランド戦略の立案から商品開発、販売戦略まで一貫した取組

への支援を通じて、ＢtoＢからＢtoＣへの転換を促進し、県内企業の新たな

ブランド構築の立ち上げ等を支援する。 

当年度 9,000 千円 

前年度 9,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

伝統工芸品産業等持続・強化支援事業 

伝統工芸品産地及び小規模地場産地における加工工程の維持や技能

承継のほか、販路開拓、新商品開発等の新たな需要創出に向けた取組を

支援する。 

当年度 7,000 千円 

前年度 7,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       
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県産品魅力発信プロモーション事業 

関西圏でのイベント開催等を通じて、広く県産品の魅力を発信すること

により、県産品の認知度向上及び販売促進に取り組む。 

当年度 6,500 千円 

前年度 6,500 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

拡 関西圏戦略的情報発信事業 

関西情報発信拠点における情報発信に加え、在阪事業者等と連携・協

力したイベントの実施などによる関西全体に広がりを持った情報発信に取

り組むとともに、大阪・関西万博の会期中に開催する本県催事において、

地場産品等のＰＲを実施する。 

当年度 30,837 千円 

前年度 9,464 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎ ○     

 

(2) 起業・創業の推進 

起業チャレンジ応援事業 

 県内での地域課題や社会課題の解決に資する事業を新たに立ち上げる

起業者に対し、起業に必要な経費の一部を支援する。 

当年度 12,000 千円 

前年度 12,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

Ｕ・Ｉターン創業応援事業 

県内での地域課題や社会課題の解決に資する事業を新たに立ち上げ

るＵ・Ｉターン起業者等に対し、起業に必要な経費の一部を支援する。 

当年度 9,000 千円 

前年度 10,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

中小企業創業等支援資金 

創業者、創業後５年を経過していない中小企業者、再チャレンジ起業

者、再チャレンジ起業後５年を経過していない中小企業者又は第二創業

を行う中小企業者に対して事業資金を融資する。 

当年度 2,131,398 千円 

前年度 1,893,497 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

にいがたスタートアップ推進事業 

民間スタートアップ拠点や大学・高専などの県内高等教育機関と連携

し、成長性の高い起業家の発掘・育成を支援する新潟版スタートアップエ

コシステムの構築を推進する。 

当年度 26,089 千円 

前年度 35,167 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

拡 スタートアップ成長支援事業 

県内スタートアップに対して資金調達や外部経営人材獲得の機会を提

供することで、成長の加速化を図るとともに、J-startup NIIGATA 選定企業

と首都圏投資家等との交流イベントを開催する。 

当年度 33,036 千円 

前年度 14,148 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○ ◎       
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拡 新規事業創出支援事業 

県内企業とスタートアップの協業・マッチング機会の提供や、県内中堅・

中小企業を対象とした新規事業開発プログラムの実施、その事業化の伴

走支援により、成長が見込まれる新規事業の創出を図る。 

当年度 ［２月冒頭含む］ 27,664 千円 

前年度 12,601 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

(3) 再生可能・次世代エネルギーの活用促進 

再生可能エネルギー設備導入促進事業 

自家消費を目的とした再生可能エネルギーを活用した、発電・熱利用設

備を導入する事業者を支援する。 

当年度 30,840 千円 

前年度 30,840 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎   ○   

 

地域循環型再生可能エネルギー形成促進事業 

県内事業者等の脱炭素分野への新規参入や再生可能エネルギーの導

入促進を図るための研究開発・調査等の取組を支援する。 

当年度 20,000 千円 

前年度 20,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎   ○   

 

洋上風力発電推進事業 

洋上風力発電事業の推進を図るための調査等を実施するほか、県内企

業の風力発電産業参入を支援する。 

当年度 20,364 千円 

前年度 38,534 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎   ○   

 

メタンハイドレート資源開発促進事業 

表層型メタンハイドレート資源開発について、県民・県内企業の理解を

促進する。 

当年度 3,900 千円 

前年度 3,900 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎   ○   

 

カーボンニュートラル事業構造転換推進事業 

本県がエネルギー産業の拠点であり続けるため、県内における水素社

会の実現や、再生可能・次世代エネルギーの利活用に向けた施策に取り

組む。 

当年度 119,132 千円 

前年度 105,965 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎   ○   

 

自然エネルギーの島構想事業 

佐渡島、粟島のエネルギー供給の多様化と環境負荷の低減を図ること

を目的に、自然エネルギーの島構想の普及啓発活動を行う。 

当年度 5,261 千円 

前年度 8,261 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎   ○   

 

  

- 33 -



(4) 企業立地の促進 

ＩＴ企業誘致アンバサダー事業 

県内に進出済みのＩＴ企業経営者等を「ＩＴ企業誘致アンバサダー」とし

て委嘱し、人的ネットワークを活かした誘致活動により、ＩＴ企業の誘致を促

進する。 

当年度 2,195 千円 

前年度 2,195 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

地域ＩＣＴ立地強化雇用創造事業 

民間事業者を活用し、ＩＴ企業等に対し立地環境のＰＲや入居サポート

を行うとともに、低廉な価格でオフィスを提供することにより、誘致を加速化

する。 

当年度 28,700 千円 

前年度 55,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

地域課題解決を核とした新たな企業誘致推進事業 

地域の課題解決をビジネスチャンスとする企業の動きを捉え、市町村と

企業のマッチングを支援し企業誘致を推進する。 

当年度 16,330 千円 

前年度 17,857 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

未来創造産業立地促進補助金 

本県における高い付加価値と魅力ある雇用の創出に取り組む「地域経

済牽引事業」の中核となる企業の新規立地や投資拡大に係る経費の一部

を助成する。 

当年度 533,289 千円 

前年度 555,935 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

ＩＴ企業オフィス開設支援事業 

事業所開設に係る資材単価の高騰等の状況下において、ＩＴ企業の本

県進出を促進するため、進出時の初期投資費用を支援する。 

当年度 ［２月冒頭］ 120,000 千円 

前年度 ［12 月補正］ 128,030 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

３ 若者に選ばれ、誰もが働きやすい環境づくり 

(1) 若者の県内定着とＵ・Ｉターンの促進 

学生Ｕ・Ｉターン就業促進事業 

県外学生のＵ・Ｉターン就職を促進するため、県内企業と学生とのイン

ターンシップ等のマッチングイベントを開催するほか、県内就職に係る情報

発信、大学１、２年生向けの企業訪問等の取組を実施する。 

当年度 29,933 千円 

前年度 35,092 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

にいがた移住定住推進事業 

本県での暮らしの魅力や実現できるライフスタイル等をＰＲするため、移

住の検討段階に応じた情報発信や移住促進イベントを実施する。 

 

当年度 26,460 千円 

前年度 26,586 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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新潟県 U ターン促進奨学金返還支援事業 

一定の要件を満たす県外在住の本県出身の若者がＵターンして就業し

た場合に、奨学金の返還を支援する。 

当年度 43,037 千円 

前年度 43,484 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 デジタルデータ活用による移住関心勢特定プロジェクト 

連携協定を締結した楽天グループのデジタルデータを活用して本県の

関係人口を抽出し、移住関心勢を特定することで、効果的なＵ・Ｉターン施

策を展開する。 

当年度 5,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

移住・就業等支援事業 

Ｕ・Ｉターンによる就業や起業等を促進するため、東京圏からの移住者に

支援金の支給を行う市町村を支援する。また、学生のＵ・Ｉターン就職促進

に向け、県内での就職活動に係る交通費に加え、新たに、卒業後に本県

に移住して就業する際の移転費の支給を行う市町村を支援する。 

当年度 269,224 千円 

前年度 247,354 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

Ｕ・Ｉターン実現トータルサポート事業 

市町村が実施する情報発信や移住体験ツアー等の移住促進に向けた

取組を総合的に支援する。 

当年度 25,193 千円 

前年度 35,600 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

にいがた暮らし・しごと支援センター設置事業 

「暮らし」と「仕事」の総合相談支援窓口として設置する「にいがた暮らし・

しごと支援センター」において、学生対応や大学訪問等の取組の充実を図

り、移住に向けた伴走型支援を実施する。 

当年度 98,923 千円 

前年度 83,496 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(2) 誰もが活躍できる働きやすい環境づくり 

若年者職業能力開発事業 

就職氷河期世代を含む若年求職者の安定雇用を図るため、企業実習

を組み合わせた訓練（デュアルシステム）や雇用型訓練を通して、実践的

な技能を身につける職業訓練を実施する。 

当年度 150,994 千円 

前年度 142,389 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 若手社員社外ネットワーク構築支援事業 

県内中小企業の若手社員の職場定着や育成を図るため、市町村や商

工団体等が行う交流会・研修会等の開催を支援する。 

当年度 2,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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女性・高齢者等新規就業促進プロジェクト 

現在職に就いていない女性・高齢者等の新規就業を支援するため、官

民連携プラットフォームを形成し、対象者の掘り起こし、企業の職場環境改

善支援やマッチング等を一体的に実施する。 

当年度 12,527 千円 

前年度 19,187 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

障害者雇用マッチング支援事業 

障害者の職場実習の機会拡大を図るため、障害者就業・生活支援セン

ターのあっせんによる職場実習において、受入企業に対する協力費や障

害者に対する手当を支給する。 

当年度 13,641 千円 

前年度 13,641 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

障害者雇用促進能力開発事業 

障害者の雇用を促進するため、障害者の特性に応じた職業訓練を実施

するとともに、障害のある訓練生一人ひとりに合わせた就職支援を行う就

職支援担当者を配置する。 

当年度 105,832 千円 

前年度 97,880 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 再就職デジタルリスキリング支援事業 

職業訓練実施施設への通所が困難な求職者や、育児や介護等で時間

に制約のある求職者等の再就職を支援するため、ｅラーニングによりデジタ

ル関連の資格取得を目指す職業訓練を実施する。 

当年度 15,857 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

働き方改革推進事業 

政労使が一体となった機運醸成やワーク・ライフ・バランスの推進、男性

の育児休業の取得促進、多様で柔軟な働き方を実践する企業の拡大など

魅力ある職場環境づくりの取組を総合的に実施する。 

当年度 13,559 千円 

前年度 26,698 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(3) 地域の産業を支える人材の確保 

育児等両立再就職支援事業 

育児や介護等で時間に制約のある求職者等の再就職を支援するため、

１日あたりの訓練時間を通常よりも短く設定した職業訓練を実施する。 

当年度 23,345 千円 

前年度 18,653 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

デジタル人材リスキリング支援事業 

非正規労働者等のスキル向上や処遇改善を支援するため、短期間でデ

ジタル関連の基礎知識等を習得する職業訓練（リスキリングコース）を実施

する。 

当年度 25,987 千円 

前年度 24,753 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       
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成長産業及び人手不足分野の人材確保プロジェクト事業 

採用コンサルタントによる伴走支援やセミナー開催等により、県内企業

の採用力向上を促進するとともに、首都圏において、若年層と県内企業と

のマッチングイベントを開催する。 

当年度 16,998 千円 

前年度 16,998 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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  観光文化スポーツ部 

１ 多様な人や文化が交わる賑わいのある新潟 

(1) 国内外に通用する魅力ある観光地づくり 

日本国際博覧会活用誘客宣伝事業 

本県観光資源の魅力を発信し、交流人口の拡大につなげるため、2025

年日本国際博覧会（大阪・関西万博）においてＰＲイベント等を実施する。 

当年度 36,568 千円 

前年度 30,930 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎ ○     

 

日本国際博覧会を契機としたインバウンド誘客促進事業 

2025 年日本国際博覧会（大阪・関西万博）を契機とした効果的なプロ

モーションに取り組み、実誘客につなげるため、インバウンドをターゲットと

した高価格帯商品を造成する。 

当年度 [２月冒頭] 20,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

新潟観光ブランド形成促進事業 

新たな観光立県推進行動計画において整理された本県の根源的な価

値（コアバリュー）やブランドコンセプトについて、広く県民や観光関係者等

で理解し、県全体で観光意識の醸成を図るため、周知・啓発に取り組む。 

当年度 8,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

持続可能な観光地づくりのための観光ＤＸ推進事業 

県内観光関係者を対象として、データを活用した観光施策立案能力を

高めるため、研修会等を開催する。 

当年度 5,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

拡 他県連携による広域周遊促進事業 

本県と他県の観光資源を組み合わせた広域周遊を促進するため、他県

との連携による旅行商品の造成や情報発信に取り組む。 

当年度 10,168 千円 

前年度 6,644 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

(2) 国内観光客の誘致推進 

拡 世界遺産を核とした誘客促進事業 

世界遺産となった「佐渡島の金山」のブランド力を活用し、県全体の認

知度向上と来訪者の増加を図るため、市町村及び観光関係事業者と連携

し、「オール新潟」で県の魅力を発信するプロモーションを強化する。 

当年度 53,765 千円 

前年度 [9 月補正含む] 49,568 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     
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新潟美食旅（ガストロノミー）推進事業 

本県の強みである食文化による誘客を促進するため、生産者や食品製

造・加工業者など食に関連する様々な主体と連携し、新潟ならではの食体

験等を提供する旅行商品を造成する。 

当年度 15,500 千円 

前年度 17,900 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

雪育リゾート新潟促進事業 

スノーリゾートエリアへの誘客促進とスキー人口の拡大に向け、「雪育リ

ゾート新潟」をテーマに「こども」や「ファミリー層」をターゲットとしたプロモー

ションに取り組む。 

当年度 14,359 千円 

前年度 18,409 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

地域の魅力を活かしたツーリズムモデル事業 

県外客の新規来訪を促すため、市町村や観光協会が行う観光コンテン

ツの磨き上げ等の取組を支援する。 

当年度 5,500 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

拡 首都圏観光誘客強化費 

県外の主要マーケットである首都圏からの新規来訪者の獲得を図るた

め、新たに、メディアタイアップによる情報発信等に取り組む。 

当年度 13,607 千円 

前年度 1,311 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

交通事業者との連携による誘客促進事業 

関西圏や中京圏からの誘客を促進するため、交通事業者等と連携した

情報発信や旅行商品の造成等に取り組む。 

当年度 11,821 千円 

前年度 16,731 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

(3) 外国人観光客の誘致推進   

高付加価値インバウンド誘致基盤整備事業 

知的好奇心が旺盛で消費単価の高い高付加価値旅行者の誘客を促進

するため、地域の受入体制の強化に取り組む。 

当年度 10,000 千円 

前年度 12,500 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

グリーンシーズン誘客強化事業 

冬季だけでなく、通年での需要喚起を図るため、本県が課題とするグ

リーンシーズンの誘客拡大に向けたプロモーションに取り組む。 

当年度 28,300 千円 

前年度 36,600 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     
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スノーリゾート新潟促進事業 

スノーリゾートエリアへの一層の誘客を促進するため、県内事業者とタイ

アップした中国等でのプロモーションに取り組む。 

当年度 31,000 千円 

前年度 36,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

多言語観光情報発信事業 

外国人旅行者の来訪意欲の喚起と来訪時の周遊促進・満足度向上を

図るため、観光情報を発信する。 

当年度 34,563 千円 

前年度 31,337 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

広域連携誘客推進事業 

滞在期間の長い外国人旅行者の誘客を図るため、県境にとらわれない

魅力的な広域周遊ルートの形成等を通じた誘客促進に取り組む。 

当年度 19,300 千円 

前年度 12,600 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

(4) スポーツと文化を活かした地域づくりによる交流拡大 

新 「佐渡島の金山」から始まる新潟の文化観光推進事業 

「佐渡島の金山」の世界遺産登録を契機に、佐渡島及び新潟県への来

訪者の増加や周遊を図り、文化資源の継承や地域活性化につなげるた

め、新たに、海外に向けて、文化資源デジタルガイドブックの制作など、世

界遺産をはじめ佐渡島及び県内の文化資源の魅力を発信する。 

当年度 18,038 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

文化財交流拡大事業 

県の石に指定した翡翠など、本県を特徴づける文化財の魅力を発信す

るため、中央日本四県の連携による講演会やシンポジウムを開催する。 

当年度 2,725 千円 

前年度 2,937 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

２ 県民一人一人が学び、成長し、活躍できる新潟 

(1) スポーツを通じた豊かな生活の実現 

にいがたスポーツタレント発掘・育成事業 

スキー人口の拡大と競技力の向上を図るため、小学生対象の運動能力

測定会や競技体験会の実施により、有望なジュニア選手を発掘し、適性の

ある種目で育成する。 

当年度 7,961 千円 

前年度 7,760 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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アーバンスポーツ等普及促進事業 

アーバンスポーツの普及活動を持続的に行う組織づくりを促進するた

め、複数の競技団体が連携して取り組む普及イベントの開催を支援する。 

当年度 7,188 千円 

前年度 9,240 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

スポーツチャレンジ推進事業 

こどもたちの多様なスポーツ体験機会の確保や若者に関心が高いス

ポーツ等を普及するため、体験会の開催を支援する。 

当年度 1,332 千円 

前年度 2,670 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

にいがたヘルス＆スポーツマイレージ事業 

主にスポーツ実施率の低い世代（働く世代・子育て世代）を対象に、楽し

みながら運動や健康づくりに取り組めるよう、スマートフォンアプリを活用し

て、運動習慣の定着や健康づくり活動を促進する。 

当年度 3,302 千円 

前年度 5,884 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新潟県生涯スポーツ推進事業委託費 

スポーツに対する関心・意欲を高め生涯スポーツ社会を実現するため、

広域スポーツセンターを活用した地域スポーツ環境の整備に取り組む。 

当年度 12,561 千円 

前年度 12,761 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

競技水準向上対策関連事業 

本県の競技水準を向上させるため、ジュニア選手の育成・強化や、国民

スポーツ大会候補選手等の競技力強化に取り組む。 

当年度 230,533 千円 

前年度 229,196 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(2) 文化を通じた豊かな生活の実現 

拡 世界遺産「佐渡島の金山」保存活用事業 

佐渡市が実施する「佐渡島の金山」に関連する史跡の保存整備を支援

するとともに、新たに、価値の理解促進に向けたプロモーションや継承の

担い手を確保するための研修・学習プログラムの創設等に取り組む。 

当年度 131,312 千円 

前年度 78,337 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

｢新潟県文化祭 2025｣開催 

県民に芸術文化の鑑賞機会と発表機会を提供するため、新潟県文化

祭を開催する。 

当年度 12,864 千円 

前年度 35,066 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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舞台芸術等鑑賞・体験事業 

県内全域で質の高い文化芸術に親しむ機会等を提供するため、次代を

担うこどもを対象とした体験事業や舞台公演等をさらに拡大する。 

当年度 73,764 千円 

前年度 63,795 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

県民文化活動推進事業 

県民の文化に対する関心を高め、文化活動を活性化するため、文化団

体等が実施する地域の特色を活かした取組や交流人口の拡大を図る取

組、次世代の育成を図る取組等を支援する。 

当年度 24,250 千円 

前年度 24,250 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 メディア芸術振興事業 

アニメで「選ばれる新潟」になるため、新潟で創作し、世界で活躍できる

環境づくりに向け、県内市町村や民間等と協議会を設置し、メディア芸術

に関する事業展開に向けた分析や調査等に基づく今後の戦略を検討する

とともに、気運醸成を図る取組としてシンポジウム等を実施する。 

当年度 6,577 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

「新潟の食文化」調査・継承事業 

本県の特色ある食文化を次世代へ継承していくため、新たに、食文化の

調査研究及び情報発信に取り組む。 

当年度 7,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

美術館・博物館親子賑わい空間創出事業 

子育て世代の美術や歴史文化の鑑賞機会を拡大するため、近代美術

館及び歴史博物館において、こどもの創作活動などに利用できるキッズス

ペースの充実を図るとともに、体験講座等を実施する。 

当年度 5,833 千円 

前年度 6,200 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           
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  農 林 水 産 部 

１ 力強い農業構造の確立と中山間地域農業の発展 

(1) 経営基盤の強化 

新 スマート農業イノベーション推進事業 

スマート技術を活用して生産現場の課題に対応するため、先進的な知

見や技術、事例を持つ企業等と連携した、新たな課題解決プロジェクトを

創出する。 

当年度 4,500 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎     ○ 

 

省エネルギー対応生産条件等整備事業 

電気料金・燃油価格高騰等の影響による生産コスト増加に対応するた

め、農林水産業者が行う省エネルギー機械・設備等の導入を支援する。 

当年度 [２月冒頭] 668,000 千円 

前年度 [12 月補正] 243,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

ＧＡＰ実践からはじめる農業発展支援事業 

ＧＡＰの取組を通じて農業法人等の働きやすい環境づくりや産地育成を

図るため、県内の農業教育機関及び持続可能性が配慮された農産物を生

産する団体について、ＧＡＰの認証取得に係る経費を支援するとともに、農

業者への現地指導や研修会等を実施する。 

当年度 12,400 千円 

前年度 8,800 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

(2) 中山間地域の活性化 

ビレッジプラン実践事業 

地域住民が主体となった将来プランの活動の主体となる組織づくりやプ

ランの実践に係る試行的な取組等を支援する。 

また、市町村が行う地区支援のサポート体制づくりを支援する。 

当年度 20,479 千円 

前年度 22,185 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

中山間地域等直接支払交付金 

中山間地域等の多面的機能を維持・保全するため、継続的な農業生産

活動を行う農業者に対して直接支払を実施する。 

当年度 2,578,885 千円 

前年度 2,494,432 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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２ 収益性の高い魅力ある農業経営の実践 

(1) 日本の食を支える生産性の高い県産穀物の安定生産・供給 

次世代型新潟米生産・指導体制整備事業 

気候変動に伴う異常高温等に迅速に対応するため、農業者とリアルタイ

ムでクラウド上の生育情報等を共有するなど、次世代型の生産・指導体制

を構築する。 

当年度 11,088 千円 

前年度 16,285 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎     ○ 

 

新 非主食用米の「儲かる低コスト・多収」モデル育成事業 

担い手への農地集積の加速に伴う労力不足が懸念される中、「儲かる

水田農業」の確立に向けて、新たに非主食用米の「超省力・超低コスト・超

多収」モデルの実証を行う。 

当年度 13,500 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎     ○ 

 

麦・大豆生産技術向上事業 

県産麦・大豆の生産拡大に向け、産地の体制強化を図るため、作付け

の団地化や営農技術の導入、機械・施設の整備等を支援する。 

当年度 [２月冒頭] 127,192 千円 

前年度 [２月冒頭] 100,124 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

新潟米ブランド強化推進事業 

コシヒカリ・新之助をはじめとする「新潟米ブランド」を維持・強化するた

め、デジタル手法を積極的に活用し、トップブランドの双璧であるコシヒカリ

及び新之助のプロモーションを実施する。 

当年度 57,084 千円 

前年度 61,500 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

新 新潟米銘柄ラインナップ魅力発信事業 

「新潟米ブランド」の維持・強化に向けて、新潟米全体のイメージアップ

を図るとともに、幅広いニーズを獲得するため、本県が有する多様な銘柄

米の魅力を全国に発信する。 

当年度 10,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

米粉需要開拓事業 

県産米粉の需要拡大を図るため、幅広い分野・業態での米粉利用拡大

に向けた取組を実施するとともに、首都圏等での県産米粉の認知拡大に

取り組む。 

当年度 11,208 千円 

前年度 11,208 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

新潟ライスフードテック研究事業 

非主食用米の需要拡大及び県内食品産業の振興に向けた新たな米製

品市場の開拓等を推進するため、産学官による「にいがたフードテック研

究会」においてシーズ研究の実用化を進めるとともに、米を主原料とした機

能素材や植物性由来の畜産物代替素材等の開発を行う。 

当年度 3,135 千円 

前年度 3,135 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       
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異常気象に対応する新潟米の安定生産技術開発事業 

気象データ及び水稲生育調査データ等を用いた生育予測システムを開

発するとともに、人工衛星等を活用した水稲モニタリング技術や、異常高温

下での適切な栽培技術の確立に取り組む。 

当年度 16,572 千円 

前年度 19,496 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎     ○ 

 

(2) 消費者ニーズに的確に対応し持続的に発展する園芸産地の育成 

拡 園芸産地構造改革総合対策事業 

スマート農業技術等の導入による産地の構造改革に資する取組や、生

産の団地化、集出荷施設の共同化などの構造改革を加速化するために必

要な機械・施設等の整備を支援する。また、産地の構造改革を進めていく

「園芸産地マネージャー」を養成する。 

当年度 407,890 千円 

前年度 383,487 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎     ○ 

 

みどり園芸スマート実装推進事業 

園芸分野で実用化され、省力化や軽労化、収量向上等に加え、環境負

荷軽減にも資するスマート農業技術の導入を推進し、園芸生産の拡大に

繋げる。 

当年度 5,100 千円 

前年度 5,100 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎     ○ 

 

園芸産地における事業継続強化対策事業 

自然災害によるハウスの損壊、停電等に備えるため、産地の事業継続

計画の策定や、復旧のための協力体制の整備、被害の防止・軽減に必要

な取組等を支援する。 

当年度 [２月冒頭] 8,390 千円 

前年度 [２月冒頭] 8,390 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

県産農林水産物冷凍流通対策事業 

県産農林水産物の通年での流通を実現するため、県産農林水産物を

活用した冷凍品の販売促進事業を通じて市場ニーズや課題の整理を行

い、出口戦略の明確化に取り組む。 

当年度 3,872 千円 

前年度 8,263 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

(3) 畜産物を安定生産する持続可能な経営体の育成 

新 県産混合飼料利用拡大支援事業 

飼料価格高騰等の影響を大きく受ける酪農家が行う、県産飼料を活用

した混合飼料への切り替えにより省力化を図る取組を支援する。 

当年度 [２月冒頭] 10,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

新 生乳生産基盤強化支援事業 

飼料価格高騰など厳しい経営環境にあっても安定した乳生産が行われ

るよう、強い生産基盤を持つ酪農経営を実現するため、増頭による規模拡

大の取組を支援する。 

当年度 [２月冒頭] 39,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       
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拡 畜産担い手基盤強化促進事業 

意欲ある経営体の規模拡大等を進めるため、経営発展計画の作成や地

域の課題解決に向けた地域の畜産クラスターの活動を支援する。また、酪

農業の担い手を確保するため、酪農ヘルパーの人材育成等の取組支援

や新たに酪農就業希望者等を対象とした酪農体験会を開催する。 

当年度 10,969 千円 

前年度 10,265 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

新 養鶏場分割管理導入事業 

飼料価格高騰の影響を大きく受けている中でも、養鶏事業者が高病原

性鳥インフルエンザへの防疫対策として、分割管理の導入が図られるよう、

専門家チームを設置し、課題を総合的に検討するとともに、必要な機械等

の導入を支援する。 

当年度 [２月冒頭] 20,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

(4) 環境と調和した農業の展開 

新 新潟県みどり計画実践加速化支援事業 

価格が高止まりしている化学肥料から有機質資材等へ転換し、環境と調

和した持続的な農業生産を拡大する農業者の取組を支援する。 

当年度 [２月冒頭] 104,750 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎   ○   

 

カーボンニュートラル新潟農業事業 

脱炭素社会の実現に向けて、農業生産面における温室効果ガス削減に

つながる様々な取組を横展開するため、新潟版温室効果ガス削減のモデ

ル産地を育成する。 

当年度 [２月冒頭] 107,700 千円 

前年度 [２月冒頭含む]  80,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎   ○   

 

新 みどり農業技術開発事業 

農業分野での脱炭素社会への転換を推進するため、水田農業における

温室効果ガスを削減する技術等を開発する。 

当年度 10,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ◎   ○   

 

３ 森林資源の循環利用を通じた林業の活性化と森林の多面的機能の発揮 

新 にいがた林業イノベーション推進事業 

小規模・零細な本県林業の産業構造を大規模・安定的な構造へと変革

するため、新たに森林組合の経営基盤の強化や集約化による施業規模の

拡大・生産の効率化の取組を支援する。 

当年度 59,156 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○   ◎   

 

新 県産材輸出拡大プロジェクト推進事業 

県産材の輸出拡大に向け、新たに輸出港へ安定的かつ効率的に丸太

を供給するための共同出荷体制の整備や中間土場確保に係る経費を支

援する。 

当年度 8,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○ ◎     
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県産集成材等供給促進事業 

新たな県産集成材工場の整備に向け、事業主体、製品需要者及び原

料供給者から構成される事業推進協議会が行う、事業計画の策定や需要

拡大のための新製品の試作、販路拡大のためのＰＲ活動などの取組を支

援する。 

当年度 5,000 千円 

前年度 16,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

つなぐプロジェクト推進事業 

県産材の流通を拡大するため、森林所有者から消費者までをつなぐプ

ロジェクトに対し、地域材のＰＲ活動や専門家の派遣等を支援する。 

当年度 6,501 千円 

前年度 6,501 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○   ◎   

 

にいがたフォレスト・ワーク支援事業 

林業就業者を確保するため、学生等若者向けの就業ガイダンス、林業

体験講習等を開催するとともに、異業種から林業への参入を促進するため

のОＪＴや、実践に向けた林業機械のレンタル等を支援し、新たな担い手

の確保と定着を図る。 

当年度 28,357 千円 

前年度 28,683 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○     ◎   

 

異業種等連携による木材供給拡大事業 

主伐・再造林を推進するために必要な担い手の確保に向け、県内林業

事業体が新たに県外事業体と連携を図るための活動費用を拡充するとと

もに、施業に要する機械レンタル等の費用や県外事業体の滞在費等を支

援する。 

当年度 9,036 千円 

前年度 18,505 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○     ◎   

 

にいがた県産材の建築物支援事業 

県産材利用を促進するため、住宅の新築等を行う工務店や、教育・商業

施設等を整備する事業者に対して、県産材の利用を支援する。 

当年度 81,850 千円 

前年度 88,100 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○       ◎   

 

４ 水産業の振興と水産資源の持続的な活用 

拡 沿岸漁業担い手確保促進事業 

本県の漁業者を確保するため、漁業の仕事を学ぶ講座や漁業を体験

する研修を実施する。また、県内の各地域における新規就業者の受入・育

成に向けた取組や、新たに経営の多角化を図る漁業経営体の技術習得を

支援する。 

当年度 2,257 千円 

前年度 1,257 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○ ◎       

 

新 海業創出支援事業 

漁村地域における交流人口の拡大と地域の所得向上を図るため、新た

に漁村ならではの地域資源や魅力を活かした「海業」の取組推進のための

調査とモデル事業を行う。 

当年度 [２月冒頭] 5,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       
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舫いプロジェクト推進支援事業 

新潟県水産振興戦略に基づき、生産から消費までの関係者が一体と

なって県産水産物の付加価値向上に取り組むプロジェクトについて、県内

各地区のプロジェクトチームが実践する試行的取組を支援する。 

当年度 1,150 千円 

前年度 2,400 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

内水面水産資源回復調査事業 

漁獲量の減少が著しい渓流魚やアユについて、資源の回復や増大を図

りつつ、増殖にかかるコストの低減が可能となるよう、ふ化実態等の調査を

行い、効率的かつ効果的な増殖手法の提示に繋げる。 

当年度 932 千円 

前年度 932 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

５ 県産農林水産物の国内外への多様な販路開拓と魅力発信 

拡 「うまいに、まっすぐ。新潟県」ブランドイメージ構築事業 

県推進ブランド品目のブランド化を進めるため、品質の高さの打ち出し

やおいしさを実感してもらう取組に加え、「佐渡島の金山」をはじめとした観

光やスポーツイベント等と連携して県産農林水産物の魅力を発信すること

により、「うまいに、まっすぐ。新潟県」のブランドイメージの浸透を図る。 

当年度 66,641 千円 

前年度 64,382 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

新 国際園芸博覧会屋内出展事業 

本県花き・花木園芸の更なる発展を図るため、令和９年に横浜市で開催

される「国際園芸博覧会（GREEN×EXPO 2027）」における本県花き・花木

園芸のＰＲを企画検討する。 

当年度 1,647 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○ ◎     

 

拡 県産農林水産物輸出拡大実行プラン推進事業 

輸出専門家による伴走支援など輸出拡大に向けた環境づくりや、産地

「新潟」のブランド構築、知事会や他県等との広域連携による輸出ルートの

構築等、輸出拡大実行プランに掲げる新たな輸出目標額の達成に向けた

取組を推進する。 

当年度 70,105 千円 

前年度 55,673 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

ＧＦＰ大規模輸出産地生産基盤強化事業 

ＧＦＰ（※）事業の一環として、地域の関係者からなる輸出推進体制の

下、輸出向け生産・流通体系への転換を図る大規模輸出産地のモデル形

成に取り組む。 

（※ＧＦＰ：農林水産省が推進する「農林水産物・食品輸出プロジェクト」） 

当年度 [２月冒頭] 130,000 千円 

前年度 [２月冒頭] 100,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

６ 農林水産業を担う人材の確保・育成 

新 多様な農業人材誘致モデル事業 

新規就農者の確保及び地域計画の実現のため、新たに半農半Ｘなど地

域農業に多様な形で関わる人材の確保・育成に向けた体制整備や、呼込

み・定着等に係る取組を支援する。 

当年度 2,900 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○ ◎       
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次代を担う農業人材確保・育成事業 

企業的で労働生産性の高い農業経営体を育成するため、多様な知識

や技術等を持つ若い農業人材の確保・育成や、農業経営体における働き

やすい環境づくりに向けて支援する。 

当年度 6,500 千円 

前年度 6,500 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○ ◎       

 

にいがた農業 「新３Ｋ」人づくり事業 

本県農業の次代の担い手の確保・育成を図るため、「稼げる」「カッコい

い」「感動する」を「新３Ｋ」として、農業の魅力を情報発信するとともに、産

地等における就農希望者の受入体制づくりの推進など、若者の就農意欲

の喚起から就農・定着、経営発展まで、一貫した支援を実施する。 

当年度 50,172 千円 

前年度 50,168 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       

 

青年就農支援事業 

市町村の地域計画等に位置付けられた新規就農者等への経営確立に

向けた資金等の交付や経営発展に向けた機械の導入などを支援するとと

もに、市町村が行う新規就農者への技術サポートなどを支援する。 

当年度 [２月冒頭含む] 464,656 千円 

前年度 474,192 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

７ 人と自然が共生する暮らし 

野生鳥獣被害防止総合対策事業 

「野生鳥獣の管理と共生に向けた基本方針」に基づき、ゾーン別に、侵

入防止対策、個体数・個体群管理、生息環境管理の３つの対策を基本

に、精度の高い生息調査に基づいた農作物・人身被害の効果的な防止対

策を推進する。 

当年度 [２月冒頭含む] 437,817 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 439,948 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

緩衝地帯管理ＤＸ導入支援事業 

クマやイノシシによる人身被害を防ぐために、市街地に寄せ付けない対

策として、市町村によるデジタル機器を活用した緩衝地帯の監視体制を構

築する取組を支援する。 

当年度 2,200 千円 

前年度 2,200 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

          ○ 

 

８ 本県農林水産業の飛躍につながる研究開発の推進 

新 「新潟県農林水産業試験研究強化プラン」策定事業 

本県農林水産分野の試験研究を戦略的に進めるため、「新潟県農林水

産業試験研究強化プラン」の策定に向けて外部有識者及び県関係者によ

る検討を行う。 

当年度 3,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       
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  農 地 部 

１ 経営基盤の強化に資する生産基盤整備 

経営体育成基盤整備事業 

農業者の所得向上に向け、担い手への農地の集積・集約化による経営

規模の拡大・生産コストの低減や、ほ場整備を契機とした園芸産地の育

成・拡大による経営の多角化・複合化を図るため、農地の大区画化と汎用

化を推進する。 

当年度 ［２月冒頭含む］19,623,634 千円 

前年度 ［２月冒頭含む］18,389,320 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○ ◎       

 

２ 中山間地域の活性化に資する生産基盤整備 

多面的機能支払交付金 

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮のため、農業者等が共同

で取り組む水路、農道等の保全活動を支援する。 

当年度 5,838,871 千円 

前年度 5,550,147 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

棚田地域保全対策事業 

棚田地域の活性化を図るため、地域と企業・大学等の協働による保全

活動への支援等を行う。 

当年度 6,100 千円 

前年度 5,321 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

３ 災害に強い農村地域づくり 

防災重点農業用ため池緊急整備事業 

災害の未然防止を図るため、「防災重点農業用ため池に係る防災工事

等の推進に関する特別措置法」に基づき、防災重点農業用ため池の防災

工事を集中的かつ計画的に推進する。 

当年度 ［２月冒頭含む］ 1,340,196 千円 

前年度 ［２月冒頭含む］ 1,525,837 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 簡易型安全対策推進モデル事業 

農業用水路において、低コストで維持管理面での支障が少ないセミ

ハード対策を活用した安全対策を推進するため、モデル地区において試

験施工及び効果検証等を実施するとともに、他地区への普及促進を図る。 

当年度 1,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

４ 用排水機能の安定的な確保 

新 農業水利施設省エネルギー化推進対策事業 

電気料金の高騰等の影響による農業水利施設の維持管理コスト増加に

対応するため、施設管理者が行う省エネ化に向けた取組を支援する。 

当年度 ［２月冒頭］ 103,097 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

    ○       
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５ 新たな技術の活用と農村を支える環境づくり 

地籍調査事業 

土地に関する諸行政の基礎的情報として重要な地籍の明確化により県

土の保全と有効活用を図るとともに、地籍調査の効率化と進捗率向上のた

め、航空レーザ測量等によって得られるリモートセンシングデータを活用し

た地籍調査を推進する。 

当年度 ［２月冒頭含む］ 394,808 千円 

前年度 291,385 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎       ○ 

 

新 「棚田県」新潟 日本一の魅力満喫事業 

「棚田日本一」の魅力を活かした交流人口拡大等の取組につなげるた

め、新たに、「にいがた棚田フォーラム」を立ち上げ、今後の事業展開に向

けた機運醸成を図る取組等を実施する。 

当年度 3,900 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

６ 農業水利施設等を活用した脱炭素の推進 

農村地域小水力発電等導入促進事業 

再生可能エネルギーの活用を推進するため、農業水利施設における小

水力発電設備の導入に必要な調査・検討を行う。 

当年度 20,000 千円 

前年度 20,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

        ○   
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  土 木 部 

１ 安全に安心して暮らせる、暮らしやすい新潟 

(1) 激甚化・頻発化する自然災害から県民の命と暮らしを守る防災・減災対策の推進 

広域河川改修費 

被害の未然防止を図るため、計画的に河川整備を推進
する。 当年度 [２月冒頭含む] 7,096,099 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 7,762,226 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

通常砂防費 

土砂災害から人家、公共施設を守るため、砂防堰堤等の整備を推進す

る。 

当年度 [２月冒頭含む] 2,369,120 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 2,589,608 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

ブロック塀等安全対策支援事業 

通学路等に面する倒壊又は転倒の危険性のあるブロック塀等につい

て、市町村が行う撤去等補助の一部を支援
する。 

当年度 10,000 千円 

前年度 10,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

デジタル改革によるダム操作高度化事業 

近年の激甚化・頻発化する豪雨に対応するため、ＡＩなどを活用した流

入量予測システムを導入しダム運用の高度化を図ることにより、緊急放流

時における早期避難を実現
する。 

当年度 15,000 千円 

前年度 15,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○       ◎ 

 

液状化被災宅地復旧支援事業 

令和６年能登半島地震により液状化被害を受けた宅地の早期復旧のた

め、所有者が実施する宅地の復旧について、市町村と連携して支援する。 

当年度 680,000 千円 

前年度 ［６月補正］ 688,260 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(2) インフラ施設及び公共施設の安全の確保 

道路の適切な維持管理 

道路パトロール等により、県管理道路の異常情報を把握し、路面、側溝

の修繕等を実施する。 

当年度 3,933,294 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 4,095,927 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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社会資本長寿命化対策費 

橋りょう、トンネル等の定期的な点検を行い、点検結果や補修・更新内

容等のデータベース化を推進する。 

当年度 946,627 千円 

前年度 946,627 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(3) 安全で快適な日常生活を実現する社会基盤の整備 

河川施設の機能保全の推進 

治水機能の保全・向上を図るため、河川に堆積した土砂や雑木等の除

去、護岸の補修や局部的な改修等を推進する。 

当年度 3,143,101 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 3,346,908 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

きめ細かな道路整備の推進 

道路利用者の安全・安心を確保するため、各地域における県民ニーズ

を考慮した道路整備を実施する。 

当年度 [２月冒頭含む]  9,150,416 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 11,836,179 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 世界遺産を核とした観光客受入環境整備事業 

観光客の増加による事故発生リスクを軽減するほか、観光客のリピート

につながる地域の魅力向上を図るため、主要な観光ルートとなっている県

管理道路において、注意喚起システムや高視認性区画線等を設置する。 

当年度 92,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎       ○ 

 

(4) 地域を支える建設産業の振興 

建設業活性化支援事業 

建設企業の経営課題の解決を図るため、新技術・新工法開発等の取組

に対する支援や専門家派遣による経営相談、経営革新に資するセミナー

の開催等に取り組む。また、若年者の入職促進を図るため、県ポータルサ

イトにおいて建設業の役割や魅力の情報を発信する。 

 

当年度 11,412 千円 

前年度 14,192 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

建設産業バックオフィスＤＸ推進総合支援事業 

建設産業の労働環境改善や生産性向上を図るため、企業の経営者及

びＤＸを推進する人材に対する研修会を実施するとともに、ＩＴスキルを用

いて建設現場の技術者業務をサポートする人材の育成を支援する。 

当年度 7,802 千円 

前年度 7,810 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎       ○ 

 

収益力に優れた企業の育成 

県内建設産業の経営基盤強化を図るため、県内企業への優先発注や

地域保全型工事及びＩＣＴ活用工事の活用、低入札対策の推進、施工時

期の平準化のための債務負担行為の積極的な活用に取り組む。 

当年度 ゼロ予算事業 

前年度 ゼロ予算事業 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎       ○ 
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建設産業人材確保・育成緊急対策事業 

建設業界の担い手確保・育成のため、ＩＣＴ人材の確保・育成、若年者・

女性の入職促進や定着率向上に向けた研修会や現場見学会等の取組、

建設業の魅力発信に関する取組等を支援する。 

当年度 17,690 千円 

前年度 29,733 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎       ○ 

 

除雪オペレータ確保・育成支援費 

除雪オペレータの担い手確保を図るため、除雪オペレータとして従事す

るために必要な資格である「大型特殊免許」の取得を支援
する。 

当年度 3,150 千円 

前年度 3,339 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(5) 安全で快適な生活環境の保全 

流域下水道事業におけるウォーターＰＰＰ導入検討事業（流域下水道事業会計） 

持続可能な流域下水道事業の運営に向け、官民が連携して維持管理と

更新の一体的なマネジメントを行うウォーターＰＰＰの導入を検討する。 

 

当年度 40,000 千円 

前年度 40,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

２ 地域経済が元気で活力のある新潟 

(1) 日本海側の国際拠点化に向けた交通ネットワークの整備 

日本海東北自動車道（朝日温海道路）の整備促進 

日本海国土軸の形成を図る道路であり、県北地域の「命の道」として、国

直轄事業により整備を促進する。 

当年度 [２月冒頭含む] 4,268,091 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 4,572,823 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○   ◎     

 

(2) 魅力的で持続可能な生活環境の創出に向けたまちづくり 

にいがた安心こむすび住宅推進事業 

空き家の子育て対応リノベーション工事を行う買取再販事業者を対象

に、改修工事費等の一部を補助する。 

当年度 159,224 千円 

前年度 159,224 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

◎ ○         

 

空き家利活用支援事業 

子育て世帯や県外からの移住世帯が行う空き家の改修等を進める市町

村に対し、費用の一部を支援する。 

当年度 22,705 千円 

前年度 35,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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空き家再生まちづくり支援事業 

地域の活性化を図るため、空き家などの既存ストックを活用したまちづく

りを進める市町村に対し、費用の一部を支援する。 

当年度 10,000 千円 

前年度 10,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

拡 公民連携による持続可能なまちづくり推進事業 

市町村が進める持続可能なまちづくりを進展させるため、新たに、民間

事業者と連携して取り組む公民連携のまちづくりを支援する。 

当年度 10,000 千円 

前年度 332 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

景観・歴史まちづくり推進事業 

優れた景観・歴史資源を活かしたまちづくりを積極的に推進している地

域において、景観・歴史まちづくりに資する社会資本整備を実施する。 

当年度 10,800 千円 

前年度 10,869 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

Park-ＰＦＩ制度の導入 

利用者の利便性向上や公園の魅力向上に向けて、Park-ＰＦＩ制度を導

入するため、事業化可能となった公園について、事業者公募を実施する。 

当年度 20,000 千円 

前年度 20,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(3) 雪と共に暮らす地域づくり 

克雪すまいづくり支援事業 

住宅の克雪化とともに屋根雪下ろしに伴う転落事故防止のための命綱

固定アンカーの設置を支援する市町村に対して補助
する。 

当年度 49,915 千円 

前年度 54,552 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

除雪パトロール省力化推進費 

持続可能な道路除雪体制の構築に向け、長距離パトロールが必要な路

線に積雪センサーを設置し、パトロール回数の縮減など除雪作業の効率

化・省力化を推進
する。 

当年度 61,669 千円 

前年度 61,480 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎       ○ 
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  交 通 政 策 局 

１ 日本海側の国際拠点化に向けた交通ネットワークの整備 

(1) 鉄道の高速ネットワークの充実 

高速鉄道ネットワーク構築推進事業 

新潟地域と上越地域を結ぶ高速鉄道の実現に向けた機運醸成を図る

ため、シンポジウムや地域別住民説明会を通じて県民への情報発信を実

施する。 

当年度 8,762 千円 

前年度 33,537 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 幹線交通活性化プロジェクト推進事業 

沿線自治体や交通事業者等と連携し、新たに、新潟地域と上越地域を

結ぶ「特急しらゆき」等の幹線交通の利用を促進するための取組を実施す

る。 

当年度 33,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(2) 新潟空港の利便性向上と路線ネットワークの充実 

国際線維持・拡大事業 

新潟空港国際線定期路線の維持・拡大及び新規定期就航を促進する

ため、運航経費等を支援する。 

当年度 115,292 千円 

前年度 121,744 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

新 新潟空港コンセッション導入推進事業 

新潟空港のコンセッション導入に向け、空港ビルの資産調査を実施す

る。 

当年度 29,200 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

地上業務体制強化支援事業 

新潟空港の新規就航及び既存定期路線の増便に向け、受け皿となる地

上業務体制の強化を図る。 

当年度 [２月冒頭] 29,211 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

新潟空港おでかけ大作戦 

国際線の路線維持や拡大に必要なアウトバウンド対策として、新潟空港

を利用したおでかけ機運を醸成するため、様々なターゲット層に応じたプ

ロモーション等を実施するとともに、旅行商品造成等を支援する。 

当年度 [２月冒頭]  62,062 千円 

前年度 [２月冒頭] 115,042 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     
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国内線利用促進事業 

新潟空港国内線の利用促進を図るため、航空会社が実施する販売プロ

モーションや商品造成の取組等を支援する。

当年度 [２月冒頭] 26,741 千円 

前年度 [２月冒頭] 26,741 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○ 

新潟空港新規路線利用促進事業 

新潟空港を拠点に新規路線を開設したトキエアの認知度向上のための

広報等を実施するとともに、着陸料等の運航経費を支援する。 

当年度 42,101 千円 

前年度 42,104 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○ 

新潟空港アクセス改善プロジェクト 

新潟空港へのアクセス改善を図り、空港利用者を増加させるため、県内

観光地等への二次交通の利用促進を支援するとともに、遠隔地からの高

速バスと空港リムジンバスの乗継割引の実証実験等を実施する。 

当年度 6,590 千円 

前年度 16,731 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○ 

(3) 県内港の利便性向上と利用促進

県内港コンテナ貨物シェア拡大推進事業 

県内港を利用した輸出入貨物の増大を図るため、荷主企業等に対し、

事業継続計画（ＢＣＰ）の観点での県内港利用に向けた支援、県が重点的

に航路誘致に取り組む地域との輸出入に対する支援及び陸上輸送部分

における鉄道利用等モーダルシフトへの取組に対する支援等を行う。 

当年度 94,000 千円 

前年度 123,018 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○ 

クルーズ船誘致推進事業

クルーズ船の誘致と円滑な受入れに向け、船社等に対するセールス活

動を行うとともに、市町村等と連携して受入体制の整備を行う。 

当年度 14,477 千円 

前年度 16,774 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○ 

クルーズ船誘致他港連携事業

県内港へのクルーズ船寄港数の増加に向け、他県港湾と連携した誘致

活動を展開する。 

当年度 8,900 千円 

前年度 5,400 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○ 

クルーズ船受入体制県全域拡大事業

クルーズ船寄港時の経済効果を高め、県全域に行き渡らせるため、全

県での受入体制の構築を図る。 

当年度 2,700 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○ 
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新 クルーズ船佐渡プレミアムモデルツアー造成支援事業 

「佐渡島の金山」の世界遺産登録を契機としたクルーズ需要の高まりを

取り込むため、新たに、富裕層・少人数向けクルーズ船プレミアムモデルツ

アーを造成する。 

当年度 6,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

県内港カーボンニュートラルポート形成推進事業 

県内港の脱炭素化を推進するため、行政機関と民間事業者で構成する

「港湾脱炭素化推進協議会」の開催や、民間事業者による脱炭素化の取

組を支援する。 

当年度 25,454 千円 

前年度 25,454 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

        ○   

 

(4) 港湾の機能強化・維持管理 

基地港湾整備関連事業（直轄事業） 

村上市及び胎内市沖の再エネ海域利用法に基づく促進区域指定を契

機に、新潟東港が基地港湾（海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点

港湾）に指定されたことに伴い、新たに、港湾施設の整備を実施する。 

当年度 [２月冒頭含む] 1,710,260 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 1,672,590 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

        ○   

 

万代島にぎわいみなと創造事業 

万代島地区の回遊促進を図るため、地区内に施設案内標識を設置す

る。 

当年度 3,300 千円 

前年度 2,775 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ○     

 

(5) 高速交通・物流ネットワークの充実 

都市間高速交通ネットワーク形成検討事業 

持続可能で利便性の高い都市間高速交通ネットワークの構築に向け

て、計画策定等に取り組む。 

当年度 6,802 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 17,261 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 物流ネットワーク効率化支援事業 

物流の効率化に向けた中継輸送や共同配送等の取組を推進するた

め、新たに、荷主事業者・運送事業者間のマッチングを実施するととも

に、共同事業体によるトライアル輸送を支援する。 

当年度 27,780 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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２ 地域を支える公共交通ネットワークの維持・充実 

(1) 鉄道の活性化・利便性向上 

並行在来線対策費 

えちごトキめき鉄道が将来にわたって安定経営できるよう鉄道施設の維

持修繕費用等を支援するとともに、沿線市等と連携し利用促進に取り組

む。 

当年度 72,380 千円 

前年度 71,189 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

ほくほく線鉄道安全輸送設備等整備事業 

北越急行の安定運行の確保を図るため、鉄道設備の更新・修繕費用を

支援する。 

当年度 72,699 千円 

前年度 45,177 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

えちごトキめき鉄道安定経営緊急支援事業 

物価高騰等により大きな影響を受けているえちごトキめき鉄道の安全安

心な運行に向けた取組を支援する。 

当年度 [２月冒頭] 442,498 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

地方鉄道活用地域活性化事業 

第三セクター地方鉄道の観光列車の魅力発信と地域資源を活用したイ

ベント列車の運行を通じて、利用者拡大と沿線地域の活性化を図る。 

当年度 4,173 千円 

前年度 4,393 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

地域鉄道活性化事業 

地域鉄道の活性化に向け、駅舎の活用等によるにぎわいづくりを支援

するとともに、北陸新幹線と接続する大糸線の利用促進などに取り組む。 

当年度 39,500 千円 

前年度 41,735 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(2) 持続可能な地域公共交通の確保 

地方バス路線運行維持対策費 

住民の生活交通路線として必要な乗合バス路線のうち、広域的・幹線的

なバス路線の運行を維持するため、事業者の運行費用を支援する。 

当年度 [２月冒頭含む] 307,045 千円 

前年度 [12 月補正含む] 252,785 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

地方バス路線対策費（県単補助） 

生活交通路線として住民の生活に必要な路線を維持するため、市町村

が行う生活交通確保の取組を支援する。 

当年度 [２月冒頭含む] 164,364 千円 

前年度 [12 月補正含む] 127,592 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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次世代タクシー等導入促進事業 

高齢者等の交通手段確保に向けた環境性能の高いユニバーサルデザ

インタクシーの導入とカーボンゼロの実現に向けた県内事業者における電

気自動車等の導入を支援する。 

当年度 [２月冒頭] 10,800 千円 

前年度 [２月冒頭] 23,544 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

拡 地域交通資源フル活用推進事業 

地域の実情に応じた移動手段を確保するため、地域の交通資源をフル

活用する市町村や交通事業者等の取組を支援する。 

当年度 68,414 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 ライドシェア導入支援事業 

県内における交通空白地等を解消するため、新たに、市町村や交通事

業者等が取り組むライドシェアの導入を支援する。 

当年度 10,000 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 地域公共交通キャッシュレス化推進事業 

「佐渡島の金山」の世界遺産登録や上越地域の大型リゾート開発などの

インバウンド需要が見込まれている中、県内公共交通機関のキャッシュレ

ス化の導入を支援する。 

当年度 [２月冒頭] 167,652 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

      ◎   ○ 

 

運輸人材確保業務効率化推進事業 

運輸事業者等が行う人材不足に対応するための人材確保及び業務効

率化の取組を支援する。 

当年度 [２月冒頭] 47,000 千円 

前年度 [12 月補正、２月冒頭] 68,600 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

(3) 離島航路・航空路の充実 

佐渡航路利用促進支援事業 

佐渡航路の維持と利用拡大を図るため、佐渡地域への誘客促進や利

用者の利便性向上に向けた取組を支援する。 

当年度 13,748 千円 

前年度 [２月冒頭] 13,856 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

粟島航路利用促進事業 

粟島航路の維持と利用拡大を図るため、島民運賃の割引や交流人口

拡大に向けた取組を支援する。 

当年度 [２月冒頭含む] 6,317 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 6,650 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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佐渡空港改修事業 

地域航空会社トキエアの就航に向けて、佐渡空港の受入環境を整備す

る。 

当年度 71,000 千円 

前年度 103,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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  教 育 委 員 会 

１ 一人一人の個性や能力を伸ばす教育の推進 

学力向上対策費 

学力実態を把握し、より一層「分かる授業」づくりを進めるとともに、教科

教育専門監の配置校を拡大し、児童生徒の学力向上対策をさらに推進す

る。 

当年度 27,590 千円 

前年度 23,674 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

市町村プログラミング体験教室開催等促進事業 

企業に不足しているデジタル人材を育成することを目的とし、県内中学

生がデジタルの基礎となるプログラミングの必要性を学ぶため、市町村が

民間企業と連携して実施するプログラミング体験教室開催事業等の支援

等を行う。 

当年度 20,328 千円 

前年度 32,897 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎       ○ 

 

ＧＩＧＡスクール運営サポート事業 

ＩＣＴ環境整備が進む学校の授業等におけるＩＣＴ活用を推進するため、

ネットワーク診断(アセスメント）及び改善を図るとともに、学習用端末の故障

や通信ネットワークトラブル等発生時に速やかに対応できる体制を整備す

る。 

当年度 [２月冒頭] 27,940 千円 

前年度 [２月冒頭] 27,940 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎       ○ 

 

拡 多様で柔軟な学びの推進に向けた遠隔教育配信拠点形成事業 

少子化や県立高校の小規模化が進行する中、小規模校等の教育環境

の充実や改善に向けた遠隔教育を推進するため、新たに遠隔教育配信セ

ンターの設置準備を進めるとともに、生徒の進路希望に応じた各種講習等

の実施に向け、学校間配信環境の整備を推進する。 

当年度 53,859 千円 

前年度 13,526 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎       ○ 

 

公立学校情報機器整備事業 

国補正予算を財源とした新潟県公立学校情報機器整備基金を活用し、

県又は市町村が行う義務教育段階の公立学校における情報機器の整備

を行う。  

当年度 [２月冒頭含む] 8,011,652 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 1,374,629 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

アントレプレナーシップ教育推進強化費 

社会が大きく変化する中、主体性をもって社会課題に挑む人材を育成

するため、教員研修を充実させるとともに、小・中・高の発達段階に応じた

アントレプレナーシップ教育を推進する。 

当年度 9,761 千円 

前年度 8,636 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

未来のマイスター育成支援事業 

専門高校等における資格検定受検料の一部を補助することで、より高度

な資格の取得を促し、地域の産業界で活躍できる人材の育成、専門高校

等の魅力向上を図る。 

当年度 4,665 千円 

前年度 6,018 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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いじめ防止対策等に関する会議開催費 

「いじめ防止対策推進法」に基づき、いじめ防止等に関係する機関及び

団体の連携を図るために設置した「新潟県いじめ問題対策連絡協議会」の

運営や、県立学校においていじめ等による重大事態が発生した場合など

に対応する「新潟県いじめ防止対策等に関する委員会」の運営を行う。 

当年度 4,407 千円 

前年度 1,063 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

拡 部活動改革推進事業 

将来にわたりスポーツ・文化活動に継続的に親しむことができる機会を

確保できる環境を整備するため、新たに、指導者資格取得促進やＩＣＴを

活用した指導の試行などにより、部活動の段階的な地域移行（地域展開）

に向けた取組を推進する。 

当年度 282,096 千円 

前年度 [２月冒頭] 203,802 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新 「県立高校の将来構想」推進事業 

「県立高校の将来構想」に基づく教育活動、学校づくりの実現に向け、

普通科系新学科やセルフデザインハイスクール等のモデル構築を進める

とともに、ケンブリッジ国際教育プログラムの導入準備として大学と連携した

カリキュラム開発や教員の英語力向上に向けた派遣研修等を実施する。 

当年度 55,942 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

高校と地域との連携・協働体制構築事業 

「新潟の未来を SaGaSu プロジェクト」を踏まえた高校と地域との連携・協

働の成果を全県に波及させるため、体制構築に向けた取組を推進する。 

当年度 15,000 千円 

前年度 15,000 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

次世代型教育推進事業 

少子化や高校の小規模化が進行するとともに、高度化するデジタル社

会やグローバル化に対応する人材を育成するため、数理データサイエンス

やＡＩプログラミング等の次世代型教育に取り組む環境を整備する。 

当年度 136,830 千円 

前年度 [２月冒頭] 203,035 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

新潟県教育月間推進費 

「新潟県教育の日に関する条例」の目的である「県民が教育の重要性を

認識し、教育のあり方を考える」機運を醸成するため、県民参加型の啓発

事業等を実施する。 

当年度 1,820 千円 

前年度 2,413 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

２ 誰もが等しく豊かな教育を受けられる環境の整備 

県奨学金貸付金 

経済的理由により修学が困難な者に奨学金を貸与し、教育の機会均等

を図る。 

当年度 165,948 千円 

前年度 166,416 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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奨学のための給付金 

低所得世帯の高校生等に対し、教科書費や学用品費などに充てるた

め、「奨学のための給付金」を支給し、授業料以外の教育に係る経済的負

担の軽減を図る。 

当年度 383,143 千円 

前年度 397,903 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

拡 重層的で切れ目ない不登校対策事業 

新たに「校内教育支援センター」（SSR）を設置した小学校に支援員を置

く経費を支援するほか、不登校対策スクールカウンセラーを追加配置する

など、SSR を中核とした対策に取り組む。新たに、全ての県立高校等で組

織的な体制を整備する等、高校までの切れ目ない支援体制を構築する。 

当年度 175,349 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 99,499 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

県央地区特別支援学校（仮称）建設費 

県央地区の特別支援学校児童生徒数の増加に対応するため、燕労災

病院跡地を活用して校舎等を整備する。 

当年度 2,783,434 千円 

前年度 67,197 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

特別支援学校高等部生徒共生社会推進強化事業 

特別支援学校高等部生徒の企業就労を促進するため、県立特別支援

学校に就労支援を強化する体制を整備する。 

当年度 71,865 千円 

前年度 80,010 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

小学校発達障害通級指導教室指導者等育成費 

通級指導教室を利用する通常学級の児童生徒が年々増加し、通級指

導教室を設置する必要があることから、通常学級担任が通級指導教室の

支援を学ぶ機会を計画的に設定することで、指導者の育成を行うとともに、

通常学級担任の特別支援教育に係る資質向上を図る。 

当年度 22,520 千円 

前年度 22,153 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

高等学校インクルーシブ教育支援事業 

特別な教育支援を必要とする生徒の学習上、生活上の困難を改善し、

自立や社会参加への能力を育成するため、通級指導を実施する学校を支

援するとともに、実施校での実践を生かし、県内高等学校における通級指

導を含むインクルーシブ教育を充実させる。 

当年度 4,429 千円 

前年度 4,065 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

学校給食費負担軽減支援事業 

エネルギー価格・物価高騰等の影響により発生した県立学校の給食費

の増額分を支援し、保護者の負担軽減を図る。 

当年度 [２月冒頭] 28,841 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           
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３ 児童生徒が安全に安心して学べる学校づくり 

いじめ見逃しゼロ推進費 

いじめ等の未然防止や解消に向けた実践研究や研修の開催、「いじめ

見逃しゼロスクール」の推進など、学校における取組を支援するとともに、

学校・家庭・地域が連携してこどもの見守り体制を構築する。 

当年度 8,951 千円 

前年度 9,199 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

児童生徒のいじめ等対策強化推進費 

学校、保護者、教育委員会が危機感を共有しながら、一体となって、い

じめ防止対策の取組を進め、いじめからこどもを全力で守る体制の充実を

図る。 

当年度 8,217 千円 

前年度 36,620 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

いじめ等相談体制充実費 

いじめ・不登校等に係る電話・メール・ＳＮＳ（ＬＩＮＥ）相談窓口を生徒指

導課に設置し、いじめ・不登校等に悩んでいる児童生徒・保護者を早期に

発見し、関係機関と連携して迅速・適切に対応する。 

当年度 23,688 千円 

前年度 30,828 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

スクールカウンセラー等活用事業 

様々な不安や悩みを抱える児童生徒を支援するため、専門性を持った

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等を配置、派遣する。 

当年度 230,545 千円 

前年度 240,305 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

スクールロイヤー活用事業 

学校におけるいじめ等諸問題の効率的かつ早期の解決を図るため、専

門知識・経験を有する弁護士を派遣する。 

当年度 1,300 千円 

前年度 1,300 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

拡 スクール・サポート・スタッフ市町村支援事業 

教員の負担軽減を図るため、学習プリントの印刷や授業準備等、教員の

業務支援を行うスクール・サポート・スタッフの補助上限時間を拡充し、配

置を支援する。 

当年度 61,693 千円 

前年度 50,644 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

学校運営支援員市町村支援事業 

副校長・教頭が学校マネジメントや渉外等に注力し、質の高い教育環境

を作るため、学校運営に関する事務を担当する学校運営支援員の配置を

支援する。 

当年度 19,982 千円 

前年度 26,566 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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統合型校務支援システム運用費 

教職員の業務負担を軽減し、校務処理業務の効率化を図るため、全県

立学校において導入した統合型校務支援システムの運用管理を行う。 

当年度 38,221 千円 

前年度 38,221 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎       ○ 

 

新 新潟県教員の魅力発信広報活動強化事業 

教員採用選考においてより多くの出願者を確保し、教員未配置を解消

するため、本県の教員の多忙化解消に向けた取組状況や特色ある教育活

動等を戦略的に発信する。 

当年度 13,500 千円 

前年度 0 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

県立学校大規模・耐震改修費 

老朽校舎の大規模改修（非構造部材耐震化含む）及び長寿命化工事を

行い、教育環境の維持向上・安全確保を図る。 

当年度 [２月冒頭含む] 2,294,303 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 2,527,710 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

４ 生涯学び活躍できる環境づくり 

県立図書館子育て応援事業 

子育て世帯の外出応援のため､保護者が小さなこどもを連れて、ゆった

りと本に親しみリフレッシュできるよう､託児サービス提供により読書を楽し

む環境を整える。 

当年度 2,797 千円 

前年度 17,112 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

○           

 

生涯学習推進センター費 

県民が学習成果を活用して、様々な地域課題の解決や地域の教育力

向上に向けた活動に参画し、活躍できるよう、情報提供や仕組みづくりを

行う。 

当年度 2,028 千円 

前年度 3,735 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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  警 察 本 部 

１ 犯罪のない安全で安心な社会の実現 

拡 街頭犯罪等抑止総合対策費 

新たに防犯アプリを整備し、犯罪発生状況、防犯対策、特殊詐欺等の

犯罪被害防止の広報を強化する。 

当年度 23,900 千円 

前年度 4,467 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ◎       ○ 

 

サイバー犯罪対策費 

サイバー犯罪の多様化・高度化・複雑化等に対応するため､対処能力を

向上
する。 

当年度 28,759 千円 

前年度 25,106 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

拡 治安基盤施設の整備 

十日町警察署、五泉警察署の建替に向けた設計や工事、新潟市中央

区における警察署の再編等、治安の基盤となる警察施設の整備を進める。

また、新たに阿賀野警察署の建替に着手するため、用地調査を実施する。 

当年度 963,040 千円 

前年度 1,400,183 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

２ 女性・こども・高齢者・障害者等の安全の確保 

女性・こども・高齢者を守る活動強化事業 

ストーカー・ＤＶ被害者等の安全確保を最優先に、関係機関と連携した

避難措置等を講じ、被害者の保護対策を徹底する。また、スクールサポー

ターを配置し、学校・教育委員会等と連携してこどもの安全対策を推進
す

る。 

当年度 50,736 千円 

前年度 44,711 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

３ 交通安全対策の推進 

交通事故防止対策の推進 

交通事故防止に向け、高齢者、幼児に対する交通安全教育や広報啓

発活動等、各種の交通安全対策を積極的に推進するとともに、可搬式速

度違反自動取締装置の増強等、交通指導取締に必要な資器材を整備す

る。 

当年度 27,042 千円 

前年度 14,439 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         

 

交通安全施設の整備 

交通事故防止に向け、視認性の高いＬＥＤ式信号灯器への改良や横断

歩道の補修等、交通安全施設を整備する。 

当年度 1,945,874 千円 

前年度 [２月冒頭含む] 1,700,325 千円 

重要課題 

との関係 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

  ○         
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